


















































































































































































































































































　鵬 一一一一一 fn－一一（一般的法則） 一般的（社会）’心理学白勺言党日月原王
A、；A，；一一一一An－一’一（初期条件を記述する命題）
言命理白勺演宗睾一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一・一一一一一一一一一一
被説明項E 醐・るべき事態・事象の言己述）総想警騰入函霧
　　　　　　　　　　　　　　　　行動理論的経営経済学の
　　　　　　　　　　　　　　　　対象領域
　このいわゆる演繹的・法則的説明シェーマは，図一1にみるように行動理論的経営経済学の中核
的方法論的基礎をなしている。つまり，経営経済学において説明を求められる事態・事象は方法
論的個人主義にもとついて組織・市場参加者の個人行動である。この被説明項は，一般的（心理
学）法則と，組織と市場という特殊状況コンテクスト（周辺条件）とから論理的に演繹される。こ
うして，行動理論的経営経済学とは「より深層的な（tieferliegend），社会構造的に中立的な」，そ
の意味で一般的な（行動）心理学的仮説から出発して，演繹的説明シェーマのなかに組織と市場
という，人間行動が生ずる特殊状況関連枠を取り込むことによって経営経済的事象を説明してい
こうとするものなのである。
　2）認識プログラムの方法論
　シャンツによれぽ，「科学史の再構成において決して個別的・孤立的仮説ないし理論ではなく．
　　・　・　…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫D
……竭阨｡合体（Problemkomplex）全体が存在することが明らかとなる。」こうした包括的な問題
　　　　・・四　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳複合体の評価と関連して認識プログラムという概念が提起される。この認識プログラムは理論
的・方法論的指導理念（Leitidee）一体系構成的基本思考一とそれにもとついて構想される「本
来の」（eigentlich）理論とからなるもので，行動理論的経営経済学はその種の認識プログラムと
理解される。
⑫D　G．Schanz，　Grundlagen，　S．10．
⑳　この点，シャソツによれば「科学的給付評価のために絶対必要な方法論的論及はごく最近までたいて
　い比較的孤立した問題に限定されてきた。……包括的問題複合体が議論されることが考えられるならばp．
　科学理論ないし方法論内部の空位（Leerstelle）が明らかとなる，それが最近ようやく……トーマス・S・
　クーン（Thomas　S・Kuhn）とイムレ・ラカトスによって埋められてきた」と述べている。確かにラカ
　トス・プログラムの科学理論上の重要な点は「研究プログラム」概念を導入し問題複合体全体の「評価！j
　の可能性を明らかにした点に求められるであろう。しかし同時に，シャンツにあってラカトス方法論の
　意義はそれが何よりも「研究者はいかにして理論を獲得するに至るのか（ヒL一リスティック）」を扱o・
　ていることに求められているように思われる。この点にっいては，G．　Schanz，　Grundlagen，　SS．10－11、
⑳　この「認識プログラム」概念については彼はアルパート（H．Albert）に依拠している。　Ibid．，　S。11．
⑳経営経済学学史についていえば，ニヅクリッシュ（H．Nicklisch），リーガー（W．　Rieger），グーテソ
　ベルク（EGutenberg）の理論が，さらに最近では意思決定志向（entscheidungsorientiert）ないしシ
　ステム志向（systemorientiert）の経営経済学がその種の認識プログラムをなすと解している。　Ibid．，　S
　2．
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　この認識プログラムVX－一定の方法論的規則によって特徴づけられうる。シャンツはラカトスに
依拠しながら，この方法論的規則をネガティブ・ヒューリスティック（die　negative　Heuristik）
一いかなる研究方向が回避さるべきか一とポジティブ・ヒューリスティック（die　positive
Heuristik）一いかなる研究方向がとられるべきか一とに分けて考察する。
　ネガティブ・ヒューリ’スティヅクは，古典的推理規則である否定式（m・dus　t・lens）を認識プロ
グラムの硬い核（der　harte　Kern）に適用することを禁ずるもので，ここでは否定式は，「異常」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲を処理する機能をもつ保護帯（SchutzgUrtel）に向けられることが求められる。
　こうして，一定の規約によって公理ないし最上層の命題（硬い核）を「異常」から保護し，そ
れによって認識プログラムの性急な排除・棄却が退けられる。シャンツによれば，このような認
識プログラムの方法論こそ科学の成長（認識進歩）を促進する。否定式の厳格な適用は誕生した
ばかりのいまだ未成熟な理論ほど不利となる。ところが，「理論は完成した，まとまりのある構
想として出現してくるわけではなく，漸次開発されるのである。理論のなかに潜む問題解決能力
　　　　　　　　　　　　　　㈱〈説明力）は徐々に明らかとなる。」
　ここで認識進歩の動態的要素があらわれる。経験によって理論の否定を示すといったドグマ的
　　　　　　　　⑳反証は退けられる。なぜなら，経験的「事実」はつねに理論に照らして評価されうるのであって，
理論を反駁できるのは観察ではなく理論のみである。シャンツによれぽ，「理論を排除しうるの
はある一定の超過内容を有する代替的構想のみである。この超過内容はその先行理論が克服しえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳なかった事態の一部が代替的構想の助けをかりて説明されうることにあらわれる。」ここでは，
理論間の競合を通してあらわれる理論の情報内容の成長一絶えず一層一般的で，一層多くの情
報内容をもった理論への探求一によって認識進歩は達成される。
　理論の「反証」に関連してラカトスは「進歩的問題移動」（pr・gressive　Pr・blemverschiebung）と
丁退行的問題移動」（degenerative　Pr。blemverschiebung）と区別する。すなわち，認識プPグラムは
その理論的成長がその経験的成長を受け容れる，つまりこのプログラムが新たな事実をある程度
予言することに成功するかぎりで進歩する（進歩的問題移動）。これに反して，認識プログラムは
その理論的成長がその経験的成長に遅れる場合，つまり認識プログラムがある競合プP“グラムが
すでに予見し，発見してきた事実について事後的説明（P・st－h・c－Erklarung）しか与えない場合，
停滞する（退行的問題移動）。シャンツによれば，ここでは「仮説の反証のかわりに認識プPtグラ
C25）　Ibid．，　S．12．
⑫6）　Ibid．，　S．13．
伽　高橋由明氏は，この点で「ドグマティック（ナイーブ）な反証主義」と「方法論的（洗練された）反
　証主義」とを区別する。ラカトス方法論については高橋由明稿，前掲論文に詳しい。今野氏はこの点で
　「反証主義」から「可謬主義」への転換を論じられている（今野登稿，前掲論文23－26頁）。しかし，こ
　の点に関して私はシャンツ．の理解にあっては，確かにドグマ的反証（経験による反証テスト）は退けな
　がらも多元主義的テスト・モデルでは，理論の他の理論との比較が問題となっているのであって反証概
　念の修正ととらえるべきと考える（高橋由明稿，前掲論文34－39頁も参照されたい）。
劔　G．Schanz，　Einfuhrung，　S．74。この点では，後述されるようにラカトスの方法論は多元主義思考と
　密接な関連をもっている。
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ムの除却・あらわれ親つまり，繊プ。グラム問の競合樋してその鰍の講プ・グラム
の問題移動のあり方（つまり進歩的かあるいは退行的か）にもとついて評価され，退行的問題移動を
示すプログラムは反駁・除去される。認識進歩は認識プnグラム間の競合とそのときどきのプロ
グラムの超過内容の検証（問題移動様式）を通して達成される。ここでは，認識進歩は認識プログ
ラムないし理論の多元性を前提としている。なぜなら，認識プPグラムの除去のためには少なく
とも1つ以上の競合プログラムの存在が前提とされるからである。
　ところで，もう一方のポジティブ・ヒ。　一一リスティックとは，補助仮説からなる保護帯が「異
常」によっていかに修正され，精緻化されうるのかに関する提案・示唆の集合からなる。しかし，．
このラカトスの方法論的規則に関しては，シャンツは認知的不協和の理論（Theorie　der　kogni－
tiven　Dissonanz）に依拠して反駁している。つまり，ラカトスの主張するように「ある認識プロ
グラムの提唱者は実際に予め表明された補助仮説修正の提案に依拠するであろうか……（認知的・
不協和の理論の一引用者）助けをかりて予測されうるところによれぽ，補助仮説の変更可能性沸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　姶①積極的に探し求められるのは異常……が出現した後なのである。」シャンツによれぽこの批判は
ラカトス・プログラムの保護帯に向けられるとして，この部分の修正を行うよう要求する。
　ところで，シャンツによれぽ認識プログラムの硬い核ないし指導理念は，必ずしも経験科学静
理論である必要はなく，ここでは形而上学的理念が重要な役割を演ずるものと解している。つま
り，この理念は「現実について何かを言明するものではあるが，あまり特定化・精緻化されてお
　　　　　　　　　　　　　　　⑬Dらず，そのため実際吟味されえない」のである。シャンツはこの形而上学的理念に研究指令ない
しヒュ・一一リスティックとしての機能を認めるとともに，行動理論的経営経済学においてこの種の
機能を果たすものが「個人主義」（Individual｛smus）であると述べている。形而上学的・研究規制，
的理念としての個人主義の採用はそれが許容しうる理論形成の余地を制約し，研究活動を誘導す
るものであり，それと異なる他の思考様式，たとえぽ「集合主義」・「機能主義」ならびにそれに
もとつく経験科学的理論はここでは許容されえないものとして排除される。
　3）　イデー競合としての多元主義
　すでにラカトスの認識プログラムの方法論において，認識進歩は理論の多元性，すなわち代替
的認識プPグラム間の競合を通して理論の情報内容の増大にあらわれることを確認した。シャン
ツによれぽ，ファイヤーアベントは「客観的認識のためには多くの異なるイデーを必要とする。
そして多様性を促進する方法は人間主義的見解と一致する唯一のものである」と多元主義を強く
弁護しているし，またシュピンナーも「イデーが多けれぽ多いほどよいというのが原則的に妥当
　　　　　　　　　⑬のする」と主張している。
⑳　G．Schanz，　Grundlagen，　S．14．
BO＞lbid．，　S　15．
⑳G．Schanz，　Wissenschaftsprogramme　S．43．
働　G．Schanz，　Grundlagen，　S．16．
⑬G．Schanz，　Wissenschaftsprogramme，　S．45．
鋤　G．Schanz，　Grundlagen，　S．100（注）．
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　こうした多元主義思考を基礎づけるものは人間認識の可謬性（Fehlbarkeit）への徹底した洞察
である。つまり，研究者といえども他の全ての人間と同様に何らかの先入観をもって研究活動を
せざるをえないし，現実に対する我々の知覚は人間の感覚器管の助力を必要とするがここでも思
　　　　　　　　㈲い違いが起こりうる。
　このことは事実がつねに人間ごとに異なって解釈されうることを示唆する。したがって，経験
的現実は，ある理論が観察と一致しないという理由でのみその理論の放棄を正当化する唯一の決
定機関（Instanz）ではないことを意味する。したがって，実在科学理論のテスト可能性は理論と
経験との比較ではなく，他の理論との比較を通して行われる。シャソツはこれを多元主義テス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト・モデル（das　pluralistische　Prttfm・dell）と呼んでいる。この点は，すでにラカトスの方法論の
なかでも確認された。シュピンナーによれぽ，「既存の（先行）理論から新しい（継承）理論が生
　・　　　　　　　　　　　　　　　．　．　．　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。　。　．　．　．　．　　　　　　　　　　　　⑳
み出される。……理論は理論からのみそして（メタ理論を含む）理論を通してのみ生み出される。」
この点は，たとえぽ「アインシュタイソの科学的成果はニュートソのそれなくして表象しえなか
ったし……ニュートンは彼は彼でケプラーとガリレイに依拠しえた。ケプラーはコペルニクス
に……」という宇宙論史で根拠づけられうる。
　しかしたとえ個別科学のなかで複数の理論の存在が認識進歩の観点から求められるにせよ，シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤソツによれぽ多元主義思考で決定的に重要となるのは相互批判・批判的対決である。前述した
多元主義テスト・モデルにおける他の理論との比較とはまさしく研究者間の相互批判を介しての
み行われうるからである。したがって，個々の学科における複数の認識プログラムの存在は「……
個々の構想が相互に対決させられ，自己の進歩能力にもとついて吟味される場合には学科にとっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て不利ではない。平和的共存ではなく，批判的対決こそ認識進歩に導く」のである。
　しかし，この批判的対決においては新しい発展中にある理論ほど不利なことが容易に思い浮か
べられる。すでにこの点，我々がラカトスのネガティブ・ヒューリスティックで確認した点でも
ある。多元主義思考でも，認識プPグラムないし理論の除去は，「新しい表象は通常給付能力の
確立した構想と対決させられうるほど十分練り上げられたものでは決してない」がゆえに，除去
の厳格な適用は「新しいイデーの発生と漸次的確立」を阻害し，多元主義思考と正反対の結果に
　　　　　　　　　逢着せざるをえない。そこで，多元主義思考においては，できるだけ代替案をたてるべきことを
要求する増殖の原理（Prinzip　der　Proliferation）と並んで，維持の原理（Prin・ip　der　Bewahrung）
が補完的に導入される。この原理は「発展能力をもつ思考を性急にイデー競合から排除すること
㈲G．Schanz，　Wissenschaftsprogramme，　S．45．知覚心理学的次元を顧慮に入れた経験主義問題につい
　ては，G．　Schanz，　Einfuhrung，　SS．70－72．
G⑤　Ibid．，　S．73．
働　G．Schanz，　Grundlagen，　S，11．
B8　1bid．，　S．24．
Bg）Ibid．，　S．1．およびG．　Schanz，　Wissenschaftsprogramme，　S．46．
㈹GSchanz，　Grundlagen，　S．1．
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　　　吻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　．　。　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
を禁ずる。」シュピソナーによれぽ，r理論は験証さ（bewahren）れうるためには，さしあたり維
。．　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
持さ（bewahren）れねぽならない。」
　さらにシャソツは古い，目下のところあまり説得力をもたないように思われる構想も性急に除
去されたりしてはならないとも述べている。なぜなら，「科学史が教えるところによれぽ，比較
的長期にわたって退行を続けていたプログラムが再び新しい外観を獲得することができる」から
である。
　こうして，比較的包括的な認識プログラムを「多元主義的に組織される科学的営み」から排除
していくことはひじょうに困難となることが予想されうるのであるが，シャソツはそれが決して
不可能ではないことを強調している。
　以上のシャソツの行動理論的経営経済学の依拠する方法論的検討から明らかになった点は，本
稿の理解するところによれば，
　1）ポパーを中心とする，いわゆる固有の批判的合理主義の見解を基本的に受け容れながらもg
　2）　その際，徹底して認識進歩の観点に立った法則・理論観をもつことによって社会科学にお
　　ける法則の存在を確信することができ，
　3）理論形成にあたって認識プログラム（とりわけ経験科学的基礎をもたない形而上学的理念が重要
　　な役割をはたす「指導理念」の）のもつ研究ヒ。、　一一リスティックな次元からラカトスの方法論
　　を支持し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱　4）その際，ポパーにみられるドグマ的反証テストを退け，人間可謬性への徹底した洞察から
　　提起された多元主義的テスト・モデル（理論のテストは経験との比較ではなく他の理論との比較を
　　通して行われる）を支持し，
　5）　また方法論的多元主義（とりわけ，ファイヤーアベント）との関係で提起される科学理論的
　　アナーキズムに対しては，シャンツは徹底した相互批判・批判的対決を介して行われる「イ
㈲G．Schanz，　Wissenschaftsprogramme，　S，46．
㈱および㈲Ibid
幽）　Ibid．，　S．47。
㈲　Ibid．この点でシャンツにおいて方法論的多元主義は必ずしも科学理論上のアナーキズムを意味する
　ものとはとらえられていないように思われる。むしろ徹底して認識進歩の理念に結びつけられ，その際
　の決定的ポイントは理論間の批判的対決に求められている。
㈹シャンツは，これまで「発見関連」と「根拠づけ関連」との「多くの点で不幸な分離」によって，
　「科学者がいかにして理論を獲得するか（ヒューリスティック）」を方法論が無視していたと考え，この
　ヒューリスティヅクな問題（die　heuristische　Problematik）を「発見（Er丘ndung　und　Entdeckung）
　問題としてではなくメタおよび理論間の転形問題（Transformationsproblematik）としてとらえる」こ
　とによってヒューリスティックな次元に新しい次元を切り拓いたものとして，ラカトスを高く評価して
　いるように思われる。G．　Schanz，　Grundlagen，　SS．10－11．
㈱　この点でシャソツが「反証」（Fa！sifikation）と「反証可能性」（Falsifizierbarkeit）と厳密に区別し
　ている点は注意さるべきである。彼はつぎのように述べている。「反証可能性の概念は，ある言明体系
　の経験的内容の基準として導入されている。ここでは実存科学的言明の必要不可欠な属性が問題となっ
　ている。これに反して，その反証については全く異なった決定を行わねばならない。このためには別の
　規則が必要である。」G，Schanz，　E三nfuhrung，　S．56．
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　　デー競合」を信頼しこれを否定していること，
　以上である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上にみられるように，彼の方法論全体を貫き，その意味で彼の方法論の核となるものこそ
「認識進歩」の思考であることが確認されう，る。彼は「認識進歩」を基礎とした，その意味で相
対的な真理概念に依拠することによって，比較的緩い基準の「法則」概念を設定することができ
たのであり，そのことによってまた社会科学における法則の存在を確信しえたといっても過言で
はない。この法則ないし一般的仮説の存在こそ演繹的・法則的説明を基礎とする彼の経営経済学
の展開にとっては必要不可欠な条件だったのである。
皿．行動理論的プログラムの指導原理一社会科学統合の理念一
　行動理論的経営経済学は1つの認識プログラムと理解される。認識プログラムの「硬い核」を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω構成するものは指導理念（Leitidee）であり，認識努力の方向を規定し研究指示的機能をはたす。
シャソツの行動理論的経営経済学において，この指導理念は方法論的指導原理（Leitprinzip）と
理論的指導原理とに区別される。前老として方法論的個人主義（der　methodologische　Individualis一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②mus），後者として報酬の理念（die　Idee　der　Grati丘kation）が導入される。シャンツによれば，こ
の両者のあいだには密接な関連が存在する。つまり，方法論的個人主義は理論の内容を規定し，
許容されうる理論の余地の境界を標示するものであるが，他方これにもとついて構想される理論
の「質」は方法論的視点の多産性（Fruchtbarkeit）を反映する。
　ここで注目さるべきことは，この2つの指導原理は社会科学における諸学科統合の基礎として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）構想されていることである。つまり，ここでは社会科学統合プログラムが論じられる。統合プロ
グラムの基礎は，方法論的個人主義と報酬の理念から導き出される一般的存在としての人間に関
する，現代（社会）心理学によって基礎づけられる人間行動一般仮説（心理学的一般的説明原理）で
ある。この人間行動一般仮説が「適用される領域は，経営経済的説明の問題のみならず，その他
の社会科学の諸学科（社会学，政治学，人類学等）にも及んでいる。それらはすべて共通の理論的
　　　　　　　　　　　図一2　「実在科学」としての社会科学統合プロゲラム
統合の基礎　一般社会科学構想
特殊社会科学の成立
方法論的個人主義　　　　　　　　　　個人
人間行動の一般的説明原理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　抽象的・一般的存在としての人間行動理論的プログラムの指導理念
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i社会）心理学
（1＞G．Schanz，　Wissenschaftsprogrammet　S．43、
（2）　G．Schanz，　Grundlagen，　S．67．
く3）シャンツ「統合問題」小島三郎監訳，前掲訳書，120－125頁参照。シャソ羽によれば「すべての社会
　科学的言明は人間行動についての言明である」という（G。Schanz，　Grundlagen，　S．332）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　（4｝基礎をもつ特殊社会科学とみなされうる。」この点シャンツの統合プログラムを図示するとすれ
ば，図一2となるであろう。すでに前述したように，シャンツは演繹的・法則的説明シェーマを基
礎としてこの人間行th－一般仮説と（心理学を除く）社会科学諸学科固有の対象領域をなす特殊状
況コンテクストから，学科固有の認識対象を説明しうると考えた（図一1参照）。こうして，シャン
ツは演繹的・法則的説明において一般的仮説（法則）と初期・周辺条件との厳密な区分を基礎に
社会科学統合プログラムを構想する。
　しかし，彼は社会科学統合の基礎となる一般法則が人間行動を対象とし，したがってそれが心
理学の管轄領域にあるとしても，そのことは社会科学の心理学への還元を意味するものでは決し
　　　　　　　　　　　（5）てないことを強調している。くりかえし述べているように，この心理学的法則を適用しようとす
るならぽ，人間行動が生ずる特殊状況コンテクストないし制度的関連枠が絶えず顧慮されねばな
らないからである。
　こうして，シャンツによれぽ以上のように「心理学とその他の社会科学との関係を解する場合
にも，社会学も経営経済学もあるいは何かある他の社会科学上の諸学科も自己の研究対象を奪わ
れることはない。心理学者はとりたてて特殊な条件配列（Bedingungskonstellation）のなかでいか
なる行為結果が予期されうるのかというたぐいの問題に心を痛めることはほとんどない。ある学
科の対象領域が定義されうる手段となるのは，こうした条件配列なのである。たとえその他の社
会科学が心理学の随伴学科（F・lgedisziplinen）であるとしても，そのことからプラグマティック
　　　　　　　　　　　　　　　　⑥な分業的自立性が生ずる」と主張する。
　1）　方法論的指導原理一方法論的個人主義
　方法論的個人主義とは「社会的過程（「社会」）は，個人行動についての法則の助けをかりて，
したがってマクロ過程がミクロ法則性によって説明されうる」という考え方によって特徴づけら
　　（7）
れうる。この考え方は社会科学の発展において，比較的早くからとくに経済学において展開され
ていたものである。シャンツによれぽ，このような個人主義的視点は広くはヒューム（David
Hume），スミス（Adam　Smith）らをも含む，ベンサム（Jeremy　Bentham）らの功利主義（Utili一
　　　　　　　　　　　　⑧tarismus）に根ざすものである。彼らは，社会的統合とくに社会の諸制度は市民の利害から解釈
されねぽならず，それゆえ理論的分析は個々人の行動を出発点とせねぽならないとする個人主義
的方法論を基礎としていた。また，スミスは人間行動がつねに「社会的空間」のなかで生じ，そ
（4）前掲訳書，125－126頁。
（5）G．Schanz，　Grundlagen，　S。85．
（6）　Ibid．，　SS．88－89．
（7）　Ibid．，　S．67．
（8）シャンッ「統合問題」小島三郎監訳，前掲訳書，123－124頁参照，但しそこでは功利主義は「効用主
　義」なる訳語があてられている。シャンツの理解によれば，個人主義の歴史的根源はもっとも初期のも
　のとしてオランダ人医師，マンデヴィル（Bernard　de　Mandeville）に求められる。　G．　Schanz，　Grund－
　lagen，　SS、68－70．
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の際の支配的動機が「自己の状態改善志向」（das　Streben　nach　Verbesserung　der　eigenen　Lage）に
あるとみて、£またべソサ。や，ル（J。m。，　Mi11）は，社会齢象は臥欲求の充足志離帰
せられねぽならないという方法的理念と，特定の（心理学的）法則性にもとついて機能している
市場メカニズムという理論的理念とに依拠して「社会的事象は参加者個人の行為から演繹されう
る」という考え方を展開した。とりわけ「ベンサムのプログラムには単なるイデオロギー以上の
ものが潜んでいる」のであって，すでにベンサムのプログラムのなかに次項で展開される「報酬
の理念」，つまり「期待され予期される報賞（Belohnung）と処罰（Bestrafung）のなかに決定的動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機づけ的諸力を認める」という理念が見出されうるとシャソツは解している。
　ところがこうした発展をみた功利主義は，その後「新古典派」・「限界革命」によって特徴づけ
られる国民経済学の発展のなかでラカトスのいう「退行の谷」（Degenerationstal）へと陥っていっ
超訟麟ら，こうした発展方献元来の功利蟻から灘をもたらしたのであ。て，「功利主
義的アブP－一チは，いわゆる意思決定論理という形式的・数学的モデルへと退化した」からに他
ならない。
　しかし，近年また（社会）心理学のなかで達成されてきた進歩によって，たとえぽホマンズ（G．
C．Homans）やブラウ（PM．　Blau）の研究，さらにはアルパートの研究にみられるように個人主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　義的視点のルネッサソスとも呼べる事態が出現しつつあるとシャンツは主張する。
　さて，この方法論的個人主義に対立するものに方法論的集合主義（der　methodologische　Kollek・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a4tivismus）があることはよく知られたところである。その現代的形態はタルコット・－9　一一ソソズ
（Talc・tt　Pars・ns）によって展開された構造機能主義（Strukturfunkti・nalismus）であり，とくにア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おメ・リカで展開をみている組織理論に広く影響を及ぼしてきた。
（g）　Ibid．，　S．71．
⑩　Ibid．，　S．73．この意味で，シャンツのもう一方の理論的指導原理である「報酬の理念」も直接に功利
　主義の伝統に根ざしていることは明らかである。この点に関しては，シャンッ「統合問題」小島三郎監
　訳，前掲訳書123－124頁も参照されたい。後述されるように本稿が行動理論的プログラムの「人間観」
　を快楽主義的合理人と規定するのもかかる理解による。
aD　G．　Schanz，　Grundlagen，　S．75．
㈱シャンッ「統合問題」小島三郎監訳，124頁。
㈱　G．Schanz，　Grundlagen，　S．75．その際，彼はアルバートに依拠しながら，「個人主義的プログラム
　は社会科学全体にとって重要である」ことを強調し，マルクス主義と現代的機能主義と競合する社会学
　的思考の1つの代替案と位置づけている。Ibid．，　S．76．
（le　こゐ勇法論酌個人主義と芳法論的集合主義はシャンツによれぽ，しばしぼ前老が「資本主義的社会・
　経済体制」後者が「人民民主主義のなかで実践されている社会・経済体制」と結びつけて論じられる場
　合がある。シャンツは，方法論的立場と政治構造との間には一種の関係が存在することは異論を挟まれ
　ないにせよ，方法論としての分析方法と「社会組織に対する規範」とを区別しうると考えている。Ibid”
　S．78．
asシ。ンツはパ＿ソンズの臨蟻の振拡紬麺としてカ。ツ（D・K…）とカーン（R・LK・h・〉
　の『組織の社会心理学』（The　Social　Psychology　of　Organizations），個人主義的変種をマーチ（J・G・
　March）とサイモン（H，A．　Simon）の『組織（Organizations）』に認めこれらに批判を加えている。と
　りわけ，前者については，とくに「その理論の問題は……それが誤っていることにあるのではなく，総
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　この方法論的個人主義か集合主義かの選択は形而上学的な基礎価値判断（BasiswerturteiDの問
題がかかわってくるにせよ，合理的選択によって行われねばならず，研究者の恣意や先入観以上
　　　　　　　　　　　　㈲のものが存在せねぽならない。したがって，方法論的集合主義ではなく方法論的個人主i義が選択
されたことへの合理的根拠づけが行われねばならない。このことはとくに方法論的個人主義の立
揚から，社会現象が個人行動に依拠して説明されうるという説得的論拠が呈示されねぽならない
ことを意味している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q⑳　「社会的なるもの（SOziales）は社会的なるものによってしか説明されえない」という立場から，
方法論的集合主義を支持し，社会学的認識プログラムを提唱している研究者としてデュルケム
（EDurkheim）が知られている。彼は押えのないエゴイズムは社会的ヵオスに導くのであって，
社会秩序成立のためには個人が「人間性質の性向」に従うのではなく，その一員である社会の法
律ならびにモラールといった規範に義務づけられる必要があると考え，「社会は固有の現実とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a8）て心理学的説明原理に依存しない理論的法則性を要求する」と主張した。こうして，デュルケム
は「社会学の対象としての社会的なるものを心理学の認識対象としての個人から区別」すること
によって「社会学の自律性」を主張したのである。
　またデェルケムは，「あらゆる人間行為のうちでもっとも私的なもの」であり，その意味で本
来心理学の分野に属すると思われる自殺現象が社会学的に，つまり社会の組織特性から説明され
うることを明らかにし，集合主義的・全体論的（holistisch）視点の優位性を主張したことで知ら
．れている。つまり，自殺率は社会のなかで占めるプロテスタントの割合と正の関係を，カトリッ
クの割合とは負の関係を示すことを明らかにし，このことから「純粋心理学的説明は不十分であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働り，社会の組織特性が顧慮されねばならないことが論証」されたと考えたのであった。
　しかし，シャンツは自殺率は心理学的説明原理に依拠して完全に説明しうると反論する。まず
人間の自殺性向は個人が受けるフラストレーションが高まるにつれて増大するという一般仮説か
ち出発して，このフラストレーションに決定的に影響を及ぼす社会的コンテクストの特殊性が初
期・周辺条件として顧慮される。「そのように考察すれぽ，自殺率はカトリックよりもプPテス
タントの方に多いというのはとりたてて驚くべきものではない。……社会的な絆はプロテスタソ
トよりもカトリックの方が強く……社会的な絆が強い場合には個人の悩みはあまり重大なものと
　　　　　　　　　　　⑳知覚されない」からである。
　じてそれが理論ではないことにあった」と批判するホマンズに依拠しながら，機能主義がもたらした成
　果とは理論ではなく，新しい概念用具の開発にすぎなかったと批判する（G．Schanz，　Grundlagen，　SS．
　42－・51）一方，マーチ＝サイモンの「組織」についてもとくに①意思決定局面への過度の強調，②調和
　イデォロギー（組織均衡論による権ガ・コンフリクト問題の広範な無視）を批判している（lbid．，　SS
　52－56）．
a⑤　Ibid．，　S．96．
lQn　lbid．，　S　83．
紐8　1bid．，　S．80．
血g）　Ibid．，　SS．81－82．
セO）　Ibid．，　S．83．
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　こうして，デュルケムの自殺率の社会学的研究は「心理学的法則の助けをかりてのみ説明され
うる」のであって，そこでシャソツは「方法論的個人主義が方法論的集合主義に対してかなりの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳長所をもつことが論証され」たと考える。
　さてすでに述べたように方法論的個人主義は，マクロ過程（社会的現象）が（人間行動の）ミク
ロ法則によって説明可能と考えるのであるが，このためにはたとえぽ集団ないし社会システムに
　　　　　　　　　　　　　　かかわる社会学的特殊命題（一般的に言えば，心理学以外の他の社会科学的特殊言明）はことごとく個
人に関する心理学的一般命題によって還元されねばならない。つまり，この両者のあいだに演繹
的関係が存在し，特殊な概念と仮説は一・mu的概念と仮説によって定義可能でかつ一定の制約条件
の仮定の下で演繹可能でなけれぽならない。ここで「還元主義命題の維持可能」性が吟味される。
シャンツによれば，フソメル（H．」．Hummell）とオップ（K．・D，　Opp）の研究は心理学的概念を用
いて定義しえないいかなる社会学的概念も存在しないし，心理学的仮説から演繹されえないいか
なる社会学的仮説も存在しないことを明らかにし，「還元主義命題」は験証されたものとみなし
　　⑳ている。この点について，シャソツ自身はローレンス（P．R，　Lawrence）とロ　一一シュ（J．M．　Lorsch）
のr分化と統合」の研究に検討を加え，彼らの仮説の根拠づけが問題となる場合，つまり仮説の
妥当性を説明しようとする場合にはいずれも「個人の属性」が問題とされねぽならないことを強
　　　　⑳調している。
　さて，人間行動ないし人間行為は決して孤立したものではなく社会的行動ないし行為として理
解さるべきであり，また社会的規範の存在は人間行動を社会的に条件づけもする。このような人
間間の相互作用を通して発生する新しい現象ないし属性は一般に「創発性」（Emergenz）と呼ば
れている。この創発性はプロッドベック（M．Brodbeck）に依拠して，記述的（deskriptiv）創発性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳と説明的（explanatorisch）創発性とに区別される。記述的創発性は集合的属性（たとえば，集団凝
集力，集団の魅力等）が念頭に置かれる場合に論じられる。しかし個人間関係が集団ないし個人集
⑳　Ibid．，脚注を参照。ホマソズはデュルケムの「心理学からの逃避は彼をしてまさに心理学に導くとこ
’うとなった」と指摘している（lbid．）。
⑳　シャンッは「還元主義」について，この言葉を使用することは「この概念が利用される特殊な意味
　（心理学とその他の社会科学とのあいだの関係一引用者）をありありと思い浮かべるならば，なるほ
　ど全く可能」としながらも，還元主義は「ウイーン学団」の論理実証主義に根ざす統一科学（Einheits・
　wissenschaft）プログラムを想い起こさせるという負い目を負っているとして，還元主義という名称を
　放棄している。Ib三d．，　S．92．さらに現代科学哲学には還元主義的教義（Doktrin）が蚕いているとして，
　たとえぽ行動科学内でのワトソン（J．B．　Watson）の「行動主義」，生物学における「機械論一有機体
　論論争」などがあげられている（lbid．，脚注）。
（23　　1bid．，　SS　89－90．
⑳　Ibid．，　ss．　ge－91．しかしながら，シャンツによればそのことは社会現象を理解し，その背後にある
　問題を解決しうるためにつねに個人行動についての一般的仮説に依拠せねぽならないということを意味
　しないとして，全体ないしそのサブ・システムを自立的行動単位として考察することで十分である場合
　が「時おり」（gelegentlich）あるとして，「組織の準行動（Quasi－Verha！ten）」について論じている。し
　かしこの場合でも，「我々は心理学的仮説への還元が可能ではないような代替案とかかわっているわけ
　ではない」ことが強調される。Ibid，，　S．91．
舵＄　Ibid．，　S．94．
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合体の属性として把握される場合にも，方法論的個人主義によればこうした属性は個人のメルク
V一ルと関連させてとらえられない新しい質をもちうるというものでは決してなく，心理学的概
念によって定義可能である。他方で説明的創発性は，個人行動の法則からは演繹されえない集合
体行動の法則性にかかわるものである。しかし，この種の創発性に対しても力法論的個人主義は
疑問を投げかけ，マクロな社会現象の心理学的一般仮説からの演繹可能性が主張される。つまり，
社会的現象の説明にあたって使用されねぽならないのは集合体仮説では決してなく心理学的な一
般的仮説であることが強調される。ここには社会や渕度は一度成立するや個人的行動の関連枠と
して機能しこの行動を誘導する（kanalisieren）ものではあるが，しかし窮極のところこれら捌
度・社会はどこまでも人間によって作り出されたものに他ならず人間の欲望ないし欲求を充足さ
せるための手段なのであるという功利主義哲学が基礎となっている。
　こうして，シャソツは社会的現象において生じてくる創発性現象も，社会・制度・集団といっ
た社会的コンテクストの特殊性を演繹的・法則的説明シェー一一・一？の周辺・初期条件として説明のな
かにとりいれることによって一般的心理学的仮説に依拠して説明しうると考えている。そしてか
かる方法論的個人主義が依拠する心理学とは，社会的条件を顧慮することのない「古い，今日で
は時代遅れの個人心理学」とは異なり，個人も個人が置かれた社会的コンテクストも合わせ顧慮
する「現代心理学」であることが強調される。この点でシャンツはアガシ（J．Agassi）による分
類に依拠して心理主義的個人主義（der　psychol・gistische　Individualismus）と制度主義的個人主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱（der　instituti・nalistische　Individualismus）を区別する。前老は古い，時代遅れの個人心理学を基礎
とするものであるのに対して，後者は現代心理学を基礎とする。行動理論的経営経済学が後者の
制度主義的個人主i義に依拠するものであることは前述の脈絡からすれば多言を要しないであろう。
重要なことは，シャソツがこの区別を持ち込むことによってポパーへの批判を根拠づけている点
にある。つまり，ポパーは「社会法則が結局心理学法則に還元されねばならない」と主張する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫勃「心理主義」（Psychologismus）に反対していることで知られている。シャソツは，ここで方法論的
個人主義にも2つ立場が存在することを強調し，ポパー批判はなるほど心理主義的個人主義には
妥当するにせよ，制度主義的個人主義には妥当しないとポパーを批判する。
2）　理論的指導原理一一報酬の理念
すでに触れたように，シャンツは個人主義の伝統のうちに，つまり経済学の功利主義，とくに
⑫θ　Ibid。，　S．93．
⑳　シャソツによれぽ，ポパーの心理主義批判は「いかなる行為も動機のみによって説明されえないので
　あって，一般的状況ないし環境を追加的に顧慮することが必要不可欠である」と解されている。つまり，
　シャソツは現代心理学は個人も環境も理解できる（この点，とりわけレヴィンの心理学的「場」の理論
　の一般公式，人間行動は個人と環境との関数であるという公式が根拠となっている〔G．Schanz，　Ver・
halten　in　Wirtschaftsorganisati。nen，1978，　Vahlen，　SS．18－21を参照せよ（以下では，　Verhaltenと
　して引用する）〕）という理解に立ってポパーによる最近の心理学への不適切な解釈を批判し，「問題が
　心理学的方法の適用ではなく，社会的事象の説明である場合に人間性質についての心理学的法則性は放
　棄されえない」と主張する。Ibid，，　ss，84－86．
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ベンサム・プログラムのなかに「人間性質の根本的標識を指摘する上位の理論的指導原理」を見
出し，これを報酬の理念と呼ぶ。これは「行動および行為様式の（期待ないし予期された）報賞と
処罰，一般的にいえぽ報酬のなかに個人行動と行為の決定的な諸力が認められる」ことを意味す
るものであ豊しかしこの馳そのものは形而上学的内容をもち，その意味で空形式的性格
（Leerf・rmelcharakter）をもつものであって，研究指令・ヒューリスティックとして機能する。こ
のヒューリスティックに依拠してこれに内容を盛り込もうとするならぽ，実在科学としての心理
学に依拠せねばならない。つまり「個人が何を報賞的ないし処罰的と知覚するかは実在科学的理
　　　　　　⑳論の対象である。」
　さて，人間行動について実在科学的言明を獲得することをめざして心理学に取組むと，そこで
も「メタ理論の多元主義（方法多元主義）」が際立っており，「唯一の包括的理論」について論ず
ることはできず意見の多様性が目立っている。シャンツによれぽ，「議論されている現象が複雑
であれぽあるほど，それだけ一層意見の多様性が際立っている」のであって，とくに人間属性の
可塑性（Plastizitat）と呼ばれる事態，つまり人間行動が状況コンテクストに適応し，影響を及ぼ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤mされるという事実は根本的説明原理の認識をきわめて困難にさせている。けれども，シャンツは
この種の根本的説明原理を認識することが困難とはいえ，これを探索することがきわめて重要で
あることを強調している。
　けれども心理学において意見の多様性が顕著であるとはいえ，心理学における二大学派の存在
が際立っている。認知的方向（eine　k・gnitive　Richtung）と学習理論的方向（eine　lernthe・retische
　　　　　　　　　　⑳Richtung）がこれである。学習理論家は行動を過去における経験への反応として理解するのに対
して，認知主義者は人間の将来思考を強調し，これと関連して「期待」（Erwartung）を重視して
い碧。
行動鰍的プ。グラ既おいては，「燗行動ならびに行為の動機づけ的（m。・・。。・・。n。1），認知
的そして学習理論的諸局面が同じように顧慮される。……つまり，行動と行為とは動機づけ，認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬の知そして過去経験の共同作用（Zusammenspie1）の結果とみなされる。」この場合動機づけ的・認
知的局面は広くは認知学派が扱ってきた動機づけ問題（M・tivati・nspr・blem）とされ，学習理論と
圏　Ibid．，　S．99．。Gratifikation“の訳語についてはすでに言及した（rはじめに」の注5）を参照された
　い）。
⑳　Ibid．
BO）　Ibid．，　SS．98－99．
B】）　Ibid．，　S．100．
B2）G．　Schanz，　Verhalten，　S．29．
B3）行動理論的経営経済学はすでに述べたように一つの研究プログラムないし認識プログラムである。
鋤　G．Schanz，　Grundlagen，　S．99．この引用文のなかにみられるように，シャンツはしばしぽ人間行動
　（Verhaton）と人間行為（Handeln，　Handlung）を並列させて叙述する場合がしぽしば見受けられる。
　しかしその際いわゆるシュタィンマン（H．Steinrnann）らの構成主義的見解を支持するわけでは決して
　ない。シャンツはここでは「行動」が「行為の意味でのr意図的行動』のケースをも含む上位概念とし
　て使用」しているという。この点について詳しくは，G．　Schanz，　Verhalten，　S．8脚注を参照せよ。
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区別される。行動理論的プログラムの理論的指導原理，報酬の理念は人間性質の根本的標識を
「人間に固有な欲求充足志向」のうちに見出すものであり，動機づけ問題が中心に置かれる。さ
　　　　　　　　　　　　　　　サ　　　　らにまた，「特殊な状況において何が学習されるのかは決定的に個人の期待に依存している。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロのような視点に立つとr学習』は目的に対する手段として現われる」がやえに，動機づけ問題に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱論理的優先性（die　1・gische　Pri・ritat）が与えられることにもなる。しかし，この場合にあっても
学習理論的局面が消滅するおけでは決してなく，これを研究に含めることがきわめて重要なこと
を強調している。
　こうして，行動理論的プログラムにおいては人間行動・行為の動機づけ・認知的次元と学習理
論的次元とが同時に顧慮されるところとなる。その際動機づけ・認知的次元においては，
　a）階層的動機づけモデル（Hierarchische　M・tivationsmodelle），
　b）心理学的場の理論（PsychQlogische　Feldtheorie），
　c）個人的要求水準（lndividuelles　Anspruchsniveau）と達成動機（づけ）（Leistungsbedtirfnis
　　〔・motivation〕）の研究，
　d）認知的不協和の理論（Theor三e　der　kognitiven　Dissonanz），
　学習理論的次元においては，
　e）ホマンズの社会的交換理論（Theorie　des　sozialen　Tauschs），
　以上の諸研究が主として論ぜられるところとなる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シャンツは，レヴィン（K．Lewin）の心理学的場の理論についてこれを「多主題的」（polytherna・
t玉sch）動機づけアプローチとしてマズP－（A．H．　Maslow）と並べて論じている。けれども，レヴ
ィソの有名な公式，つまり人間行動は個人とその環境との関数であるという言明は，まさしく演
　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱繹的・法則的説明シェーマそのものであり，制度主義的個人主義を理論的に支える心理学的基礎
づけをなすと解せられる。その意味で行動理論的プログラムの基本的な分析枠組・基礎的視座を
駒　G．Schanz，　Verhalten，　SS．29－30．さらにシャンツは，情報処理的存在（eln　Informationen　verar－
beitendes　Wesen）としての人間のなかに個入の根本的標識をとらえる，キルシェ（W．　Kirsch）らの
　視点について「本書の基礎にある欲求志向的構想と比べて著しく制限的である」とするとともに，「そ
　れ以上にそれは『ネオ・テイラーリズム』なるキー・ワードで近年議論されている一定の付随現象と結
　び付けられる。……この危険は，まさにかかる考察様式において動機づけ的次元が著しく顧慮されてい
　ないことに帰せられる」と批判している。GSchanz，　Verhalten，　S．30．
㈲　その際，けれども学習理論的局面において，とりわけソーンダイク（EL．　Thorndike）にみられる
　ような，人間を反応的・受動的存在としてとらえ「刺激一反応（S→R）シェーマ」とくに「効果法
　則」にあらわれている表象は問題があるものとして退けられている。Ibid．，　S．21およびGrundlagen，
　SS．176－177に詳しい。
働　シャソッがいかにンヴィンを高く評価しているかは，1’ヤンツがレヴィンを，「現代科学の父」とい
　われるガリレオ・ガリレイに準えて「レヴィンによって……社会科学におけるrガリレイ時代』がはじ
　まった」という指摘のなかに認めることができる。G．　Schanz，　Grundlagen，　S．116．またシャンツは
　『経済組織における行動』において，レヴィンの場の理論を行動理論的プログラムにおける分析関連枠
　組として位置づけていることからもこの点を確認しうる。G．　Schanz，　Verhalten，　SS．18－27．
劔　G．Schanz，　Grundlagen，　S．119．
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なすと解せられる。けれども，私見によれぽそれは分析にあたっての形式的準拠枠にすぎず，そ
れ以上人間行動について特定の言明を行うものではない。
　したがって，これb）を除いて別の用語をもって整理するならぽ，a）とc）ではそれぞれマズロ
ー系欲求理論とマレー系の欲求理論とが取り上げられ，一般に動機づけの内容理論と呼ぽれる研
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。．　　　　　　㊤9究群をなすのに対し，d）は動機づけの過程理論をなす。さらにホマソズの研究d）は人間問で発
生する社会的関係を学習理論を基礎に扱うものといえる。そこで本稿ではレヴィンを除いてこの
順序で検討が行われる。
　i）　階層的動機づけモデル
　シャンツによれぽ，動機づけ理論とは，アトキソソン（J．W．　Atkinson）に依拠して人間行動・
　　　．　．　　．　．　　　　　　．　．　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
行為の方向・強度そして持続性に関係するものと解される。その際，その出発点はマズローらの
階層的動機づけモデルである。
　マズi・　一一　ex周知のように，人間の5つの基本的欲求を明らかにするとともに，それらの欲求間
に存在する階層的関係を5段階欲求階層として提示したことで知られている。つまり，マズP－一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甦Dは人間行動を欲求充足化行動としてとらえ，1）生理学的欲求，2）安全性欲求，3）所属欲求，
4）自尊欲求そして，5）自己実現（Selbstverwirklichung）欲求という5つの人間の基本的欲求の
存在を明らかにする（表一1参照）とともに，いわゆる「優勢度命題（仮説）」（Vorrangigkeits〔hypo〕・
these）に従って欲求発現の動態的変化（最低次欲求→最高次欲求）を明らかにした。
　けれども，シャンツによれぽマズP一の基本的欲求分類は「あまりに区別が不精密」（viel　zu
wenig　trennscharDである。たとえぽ，「所属欲求は安全性欲求の特殊な表現にすぎない」のであ
って両老を区別することは難しい。また自己実現概念も「誰かある人がプラス（p・sitiv）とみな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳すすべてのものが押し込められうる空形式」であると批判される。またマズロー一・モデルが欲求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲（強度）の個人間差異についても何ら顧慮していない点も批判されるし，さらに欲求充足がつぎの
B9）G．　Schanz，　Verhalten，　SS．32－60を参照。但し，そこでの分類は動機づけの内容理論（Inhalts－
　theorie）と過程理論（ProzeBtheorie）とが区別され，とくに後者に関しては新たに「経路一目標アプロ
　ーチ」（Weg－Ziel－Ansatz）と公平理論（die　Gleiheitstheorie）が新たに付け加えられている。　Ibid．マ
　レー系，マズロー系という区分は，坂下昭宣稿「欲求理論と人間行動」，二村敏子編『組織の中の人間
　行動』有斐閣，1982年，第3章所収を参照。
㈹　G．Schanz，　Grundlagen，　S．101．こうした動機づけ理論と「報酬の理念」との関係について，シャ
　ンツは欲求の実現ないしその非実現を人間が賞罰として知覚することのうちに見出している。Ibid．，　s．
　104．
㈲　マズローは人間を「自己の欲求の完全な充足状態にはめったに達しない」欲求充足志向人（wanting
　animal）としてとらえている。　Ibid．，　S．105．
㈹　但し，生理学的欲求から自尊欲求までは一定の「飽和」（sattigung）が仮定されているのに対して，
　欲求階層の先端にある最高次欲求だけは欲求強度は減じることがないとされる。これら欲求の意味内容
　とその動態的変化については，Ibid．，　SS．106－110とVerhalten，　SS．33－37に詳しい。
鱒　G．Schanz，　Grundlagen，　SS．106－107．
幽）　Ibid．，　S．109．
㈲　G．Schanz，　Verhalten，　S．37．
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表一1マズローとアルダファーの欲求分類の対照
生理学的欲求（Physiologische　BedUrfnisse）
　空腹・喉の渇き
　性
　休息・運動
　自然力に対する防御
安全性欲求（Sicherheitsbedtirfnisse）
　病気・痛みに対する防御
　老年・失業に対する保障・住居欲求
　他人の脅し・略奪・差別・侮辱・激怒
　　　　　　　　　に対する防御
社会的欲求（Soziale　Bedtirfnisse）※
　所属欲求
　愛・友情欲求
　仲間関係（Kameradschaft）欲求
自己顕示欲求（GeltungsbedUrfnisse）※
　　（自己関連欲求〔lchbezogene　BedUrfnisse〕）
　a）　他者による承認
　　地位・注意・承認欲求
　　　自尊（Selbsteinschatzung）
　　給付・能力・知識欲求
　　　自律性欲求
　　独自性・自由欲求
　　　自信欲求
E　自己実現欲求（Selbstverwirklichungsbedtirfnisse）
　　パーソナリティー発達欲求
生存欲求
（Existenzbedtirfnisse）
対人関係欲求
（Interpersonelle
Beziehungsbedttrfnisse）
個人的成長欲求
（lndividuelle　Wachstumsbedttrfnisse）
※　但し，マズローの欲求分類ではc）は所属（と愛）の欲求d）は尊厳（ないし自尊）欲象と一般に呼ぽれている。
〔出所〕G，Schanz，　Verhalten　in　Wirtschaftsorganisationen，　Mtinchen，1978，　S．39を参照。
上位階層の欲求の活性化に導くという優勢度仮説もシャソツによれぽ，仮説のテストのために行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲われた時系列研究はこの仮説を験証していない。
　しかし，シャンツは確かにマズロー・モデルは高度に経験的内容をもった円熟した理論構想で
はなく，そのために正確な説明も適切な予言も可能ではないにしても，上に述べた批判から直ち
にマズP－・モデルを完全に棄却してしまうことは不適切であるとし，何よりもマズP－・モデ
ルの醸はその・。一リステ，。クと形而上学的蘇内容にこそ貼さるべきであると主張し鶏
つまり，たとえぽマズローが人間の行動様式を理解するためには複数の欲求が存在することを明
らかにしたことは，もっぱら財務的欲求充足志向的存在としてのみとらえる「経済人」に対する
　　　　　　　　　　　　　　㈱批判を可能とするものであったし，さらには彼のアプローチは「個人的欲求が充足されうるよう
㈲　G・Schanz・Grundlagen・S・112．その際，シャンツはマズローの仮説がテスト（UberprUfung）をひ
　じょうにむずかしくさせるような形で定式化されている点を指摘している。G．　Schanz，　Verhalten，　S．
　37．
㈲　G．Schanz，　Grundlagen，　S．104．
㈹　G．Schanz，　Verhalten，　S．37．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　qgl卿こ人間環境を形成すべしとする理念にも還元されうる」し，また彼の研究がその後のこの種の研
究の大量化に与えた刺激のなかにもマズローの貢献が見出さるぺきであるとシャンツは考える。
　さて，マズロー理論の「経験的内容を著しく高め」，それゆえ更なる発展として理解される研
究として，シャンツはアルダファー（C．P．　Alderfer）のERG理論をあげている。アルダファーは
マズローの欲求分類を修正して，生存欲求（existence　needs），対人関係欲求（relatedness　needs）と
　　　　　　　　　　　　　　　　㊤D戴長欲求（gr・wth　needs）に3分類した（マズロー・モデルとの比較は表一1参照）。
　さらにアルダファーはマズP－一の優勢度仮説を修正して以下の7つの仮説を提示した。それに
よれぽ，
　1）生存欲求が充足されていなければいないほど，それはより強く知覚される。
　2）　対人関係欲求が充足されていなけれぽいないほど，生存欲求がより強く知覚される。
　・3）　生存欲求が充足されていれぽいるほど，対人関係欲求がより強く知覚される。
　4）対人関係欲求が充足されていなけれぽいないほど，それはより強く知覚される。
　「5）　成長欲求が充足されていなければいないほど，対人関係欲求はより強く知覚される。
　・6）　対人関係欲求が充足されていれぽいるほど，成長欲求はより強く知覚される。
　7）成長欲求が充足されていれぽいるほど，それはより強く知覚される，以上である。
　シャンツによれば，仮説　1）と4）は古典的フラストレーション仮説を基礎とし，仮説2）と
粉はフロイトに渕るフラストレーション退行仮説にもとづき，仮説3）と6）はマズロー一の構想
全体の基礎となっている欲求充足累進仮説に結び付くものであり，仮説7）はフラストレーショ
ン累進仮説ないし要求水準理論に結び付いている。挙げられた仮説はアルダファー自身の実証研
究のなかでは十分験証されしえなかったが，シャンツによれば，ともかくアルダファーが依拠す
るそれぞれの仮説そのもののテスト結果はすでに存在しているのであって，それゆえ「そのなか
江我々はその情報内容においてマズロー構想を超える有用なアプローチを認めることができる」
，と高く評価するのである。
　しかし，シャンツは同じく欲求階層説をとりながらも，結局二段階のみの欲求階層を主張する
ものとしてローラー（EE．　Lawler）の研究をあげている。ここでは，「低次元の」生存欲求とそ
の他の「高次元欲求」とに人間の基本欲求は二分割され，低次元欲求の充足は高次元の行動動機
が活性化される前提ではある。すなわち，低次元欲求が充足されると，高次元欲求，つまり社会
L的接触，自律性，能力，自己実現等が活性化される。しかしいかなる高次元欲求が活性化される
のかは，個人に応じて異なると主張される。その際，それがいかなる欲求であるのかは個人の比
㈹　G．Schanz，　Grundlagen　S。109．
60）GSchanz，　Verhalten，　SS．37－38．
6D　G．　Schanz，　Grundlagen，　S．113．
62）　Ibid．，　S．114．
6g　　Ibid．，　SS．114－115．
細　G．Schanz，　Verhalten，　S．40．
細Ibid．，　SS．40－41およびGrundlagen，　S．115．
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較的初期の社会化段階における学習過程に依存すると主張される。こうした二段階モデルは，一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　見マズロー・アプローチの一義性からすれぽ著しい後退と感じられるであろうが，しかしシャソ
ツによれぽ，「今までのところ二段階階層を超える整序を確認することに成功していない」とiLx・
　　　　6め主張される。
　ii）　達成動機（づけ）研究
　前項でみた欲求階層モデルは，人間欲求の多様性を指摘するものではあったが，ローラーの研
究を除くとこうした欲求が個人間で違っているという事実を見逃すという重大な欠陥を有してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た。ここでこうした個人間にみられる欲求強度の差異を，高次元欲求の1つである「達成動機」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働に焦点を合わせ実証的に測定するとともに，「期待」概念を基礎に人間行動の認知的次元を含め
る形で人間行動の動機づけ理論の体系化をはかっているものにアトキンソンとマクリーランド
（D．C．　McCleliand）らの研究がある。
　達成動機とは，個人が重要とみなす活動において自己の能力（Ttichtigkeit）を高め，また可能
なかぎり高く維持しようとする努力であって，そのかぎりで人間欲求のうちの一特殊高次元欲求
　　　　　　　俗①とかかわっている。シャンツが，社会科学の統合基礎として展開され，その意味で可能なかぎり
一般的心理学的原理が探求さるぺきところでこの理論を取り上げているのは，この理論が達成動
機という狭い枠にとどまらず，他の諸欲求にも適用しうるのであり，その意味で一般性をもつと
　　　　　　　　　　　　　ゆ評価しているからに他ならない。
　まずアトキンソンとマクリーランドは，マレー（H．A．　Murray）らが開発した「課題統覚検査」3，
（Thematischer　Auffassungstest，　TAT）を用いた一連の実験のなかで，　TATが生理学的欲求（飢え）
の強度における個人間強度を測定するのに有効であることを確認しただけでなく，このTATが
他の心理学的欲求強度の測定にも有用であることを見出した。
　ところで，こうした欲求強度の個人間差異は何がもたらすのであろうか。マクリーランドの研
究は，これが先天的なものではなく学習されるものと考えている。シャンツによれぽ，ここで
鱒　G．Schanz，　Verhalten，　S．44．
働　G．Schanz，　Grundlagen，　S，216．
68一般に”Leistung“について「給付」なる訳語が与えられているが，一方ここで問題とされるマレー
　系の欲求理論とくにマクリーランドとアトキンソンの研究は，「達成動機理論」と呼ぽれているので，
　これに従った。坂下昭宣，前掲稿，53頁および松井費夫稿「モティベーションの期待理論」，二村敏子
　編前掲書，97－98頁。ここでは，「達成動機」（Bedtirfnis　nach　Leistung）と（とくにアトキンソンの
　研究にみられる）「達成動機づけ」（Leistungsmotivation）とが論じられている。
69）「期待」概念については，GSchanz，　Verhalten，　SS．45－47に詳しい。
㈹　G．Schanz，　Grundlagen，　S．124．
価　たとえば「達成動機」の研究，とくにTATの一連の心理学的欲求への応用が想い浮かべられるだげ
　でなく，「達成動機づけ」研究についても，シャンッが「アトキンソンの達成動機づけ理論は原則的に
　他の人間欲求に適用されうる」（lbid．，　s．132）と評価している点からも確認しうる。
㈹　Ibid．，　ss．125－127．　TATについては，坂下昭宣，前掲稿，二村敏子編51頁。
㈱　GSchanz，　Grundlagen，　SS．133－134に詳しい。
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丁比較的初期の社会化段階」での学習過程が決定的役割をはたす。こうして，「人間の欲求構造は
一生の間に可塑的なものでも発展しうるものでもないように思われる。それどころか，それは比
，較的初期の生活段階において決定される」ところとなる。
　しかし，人間行動の差異を欲求強度の個人間差異にのみ帰することはできない。人間は同時に
丁将来的事象について一定の表象を作り上げる思考的存在（denkende　Wesen）」であるのであって
認知的次元も合わせ顧慮されねぽならないからに他ならない。
　すでにアトキソソンの研究以前に，認知的学習理論の研究者として有名なトールマソ（EC．
Tolman）は，ネズミを使った学習実験から行動報賞の結果として学習が飛躍的に改善されたこと
を明らかにし，ソーンダイク（EL　Thorndike）の効果法則の修正をはかった。この研究成果は
Frある特定の目標志向的行動を示す傾向（Tendenz）（動機づけのこと一引用老）は，この行動が当
該目標に導くという期待と期待される報賞価値の関数である。その際，予期される目標報賞価値
が高けれぽ高いほど，行動傾向は一層強い」という一般行動理論的原理に定式化された。
　こうしたトールマンの研究に依拠しつつ，レヴィンらの個人的要求水準理論の成果をも導入し
ながら動機づけ理論の理論的体系化に取り組んだのがアトキンソンであった。つまりアトキンソ
ンは一方でトールマソに依拠して期待概念を導入し人間の認知能力を顧慮しつつ，「個人の成功
ないし失敗は（主観的に）中位の課題困難度のうちにのみ知覚される」という要求水準理論の
　　　　　　㈹成果も導入した。後者の理論的影響は，「克服さるべき課題が個人にとって困難なように思われ
れば思われるほど，達成成功は高く評価される」という　　　　　　　　表一2
　　　　　　　　　　　　　　　㈱仮定として形を変えて導入される。つまり，人間領域に　　期待の強さ　誘因値（A）行動傾向の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P）　　　　（1－P）　　強さ
おいて予期される報酬パターンは著しく込み入っ，たもの　　　　O．、05　×　0．g5　＝　0．05
であるがゆえに，トールマンのように期待と報賞価値　　　O・・33　×　0．67　＝　0．22
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．50　　　×　　　0．50　　　＝　　　0．25（誘因ないし誘意性）を相互に独立した変数として扱うこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．75　　　×　　　O．25　　　＝＝　　　0，19
毒繋藷額齢篠慧響£難・所盤錨獅蕪
く0→1の値をとる）がある達成成功を成し遂げる主観的確率（期待の強さ）を表すとすると，この達
（64）G。Schanz，　Wissenschaftsprogramme，　S．　90．この個人のもつ欲求構造の発展可能性への限界はマズ
　ロー構想と対立するように思われる。しかし，シャソツの理解によればマズロー理論と矛盾するもので
　はないという。というのは，「マズローは……基本的欲求の強さと方向は状況的影響力，たとえぽ社会
　的環境によって特徴づけられ，誘導されることを否定していない」（G．Schanz，　Grundlagen，　S．134．
　脚注）と理解されているからである。
〈65）G．Schanz，　Verhalten，　S．52．
く6⑤　G．Schanz，　Grundiagen，　S．128．
〈6n　Ibid．，　S，123．
（68）G．Schanz，　Verhalten，　S．48．
K69）この点でアトキンソソの研究はトールマンの研究と矛盾しているように思われる。しかしシャンツに
　よれば，「トールマンの理論と矛盾するものではなく，その特殊ケースとして把握すぺき」という。こ
　の点については，G，　Schanz，　Grundlagen，　S．129およびS．132も参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cra成成功の誘因値，Aは（1－．P）で表される（表一2参照）。
　この点からすると，達成動機づけ（行動傾向）の強さが最大となるのは成功確率，50％と予想
される場合である（表一2参照）。この点，アトキソソソによって行われた女子学生を対象とする実
　　　　　　　㈲験でも験証された。
　さて，個人は同一の課題を同一の成功確率でもって克服しようとする場合にも同一の行動傾向
を示すわけではない。そこで，行動傾向，V．（とくに琉は達成動機づけを示す）を問題とする場
合，新たに第3の変数，個人的動機性向の強さ（Starke　einer　individuellen　Motivdisp・siti・n），　M．
を導入せねばならない。つまり，
　　　　　V．＝P×A×M．＝P×（1－1『）×M．となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ここで異なる動機強度が行動傾向（動機づけ）　　　　　　　　　　表一3
課題・A－M．－1緋五鵬の場合襲1畿野讐欝讃瓢鵬熊
　AO．90．1　0．09　　0．72　　　　㈱　B　O．7　0．3　　0．21　　　　1．68　　　を指摘している。
　C　O・5　0・　5　　0・25　　　　2・00　　　　1）達成動機づけは課題が中位の困難度をも
　DO．30．7　0．21　　L68　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　つと主観的に知覚されている場合に最大と　EO．10．9　0．09　　0．72
出所：G．S。h。n。，　V。rh。lten　in　Wirt、ch。ft，。．gani，a一　　　なる。というのは，表一3が示すようにPと
　　　ti°nen’1978’S’49’　　　　　　　　　　　Aとの積が最大となるのは，　P＝　O．　5の課
　　題だからである。しかし，中位の困難度を有する課題の選択は達成動機，M．が比較的強い
　　場合にのみ予想される。この点で表一3の課題AとCとを比較すると，M．　＝・1の揚合，　Vt
　　は，0．25・一一　O．Q9＝0．16にすぎないのに対して，　M．＝8の場合，　VL　bS　2．　OO－O．72＝1．28と
　　いう数値を示し，後者の場合に差異がかなり大きいからである。
　2）課題の困難度が集団にとって一定とみなされる場合には，達成動機づけは個人のもつ達成
　　動機にのみ依存している。
　シャソツによれぽ，その後の実験ではこの点を験証し，高い達成動機をもつ個人は中位の困難
度をもつ課題を引き受け，逆に達成動機の低い個人は両極の困難度を示す課題を行う傾向がある
　　　　　　㈹ことを確認した。
　こうした達成動機づけ理論はアトキンソン自身によって「期待一価値理論」（Expectancy－Value・
Theory）と名づけられるところとなった。つまり，ここでは個人行動にみられる行動傾向は，一
㈹　G．Schanz，　Verhalten，　S．48．
（7D実験の内容・結果については，　G．　Schanz，　Grundlagen，　S．129．
物　G．Schanz，　Verhalten，　S．49．さらにアトキンソンはこれを精緻化して，成功をめざす動機（ME）と
　失敗を回避する動機（MVm）と区別し，達成動機づけにおける個人聞差異はMEとMVmが異なる強さ
　で特微づけられることによって成立するものと理解されている。詳しくは，G，　Schanz，　Grundlagen，
　SS．130－131，
㈹　G．Schanz，　Verhalten，　S．49．
菅心後老は要求水準理論に従い，「ひじょうに高い，ないしひじょうに低い目標水準への回避は失敗の怖
　れを極小化し，こうして自己保護（Selbstschutz）を表す」と解されている。　Ibid．，　S．50．
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方でいかなる結果に行動が結びついているのかという期待と，この行動結果が特定個人にとって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おいかなる嶺嶺をもっているのか（動機と誘因）とに依存していることを明らかにし，かかる準拠枠
をもって個人間に確かにみられる行動傾向の差異を説明しようとしたのであった。そこで，シャ
ンツは「原則的に他の人間欲求にも適用可能で」あり，アトキンソンの開発した準拠枠が人間行
動一般を説明する基礎となりうるものとして高く評価するのである。
　iii）認知的不協和の理論
　認知的不協和の理論はフェスティンガー一一tltよって開発されたものであって，ヘィダー（F．
Heider）の「均衡理論」（die　Gleichgewichts・Theorie），オズグッド（C．E　Osgood）とタンネンバウ
ム（P．H。　Tannenbaum）らの「一致性モデル」（das　Kongruitatsmodell）らとともに広くは「認知的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お整合性モデル」（Modelle　kognitiver　Konsistenz）のなかに含められる。これらのモデルは，ゲシュ
タルト心理学とレヴィンの「場の理論」の影響を強く受けて展開されたものであり，「行為者は
認知的不整合性を回避しようとする存在であって，不整合性の存在は認知的要素間の関係の再構
造化に向けて動機づけ的作用を行使し，認知的不協和，不一致ないし認知的不均衡（アンバラソ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ス）のいずれの削減も報酬的と知覚される」という基礎仮説に立っている。
　しかし，シャンツによれぽなかでもフェスティンガーの理論は傑出した位置を占めており，一
定の弱点ないし問題点を含んではいるものの，この理論こそ「クーソのパラダイム概念とラカト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スの研究プPグラム構想にぴったり適合する」と高く評価される。
　さてフェスティソガーによれぽ，認知あるいは認知的要素とは「個人が自己の環境，自分自身
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そして自己の行動について有する知識，情報，信念そして意見の全て」と理解される。この認知
的要素間には無関連・協和的・不協和的という3つの関係が存在する。問題は最後の不協和的関
係にある。この認知的不協和は，1）認知的要素間の論理矛盾の存在，2）文化規範にもとつく不
肺，・）賜酷念の搬的信念への流入そして・4）過去の経験という4g鯨を有してい
る。シャンツによれぽ，認知的不協和理論の二大基本原則とは以下の2つである。
　1）　不協和の存在は心理的不快感を伴うがゆえに，不協和削減に個人を動機づける。
　2）不協和の存在は個人をして不協和を拡大させる状況と情報を回避させる。
　さらにマレブスキー（A．Malewski）は，認知的不協和の理論を7つの言明においてとらえ，認
知的不協和の役割，その強さの決定要因，その削減方法とその削減への反作用要因を取り上げて
　　⑱Ol
いる。つまり，
㈹　G，Schanz，　Verhalten，　S．53．
㈹　Ibid．引用文は，フムメル（H．J．　Hummell）からのシャンツの引用である。　G・Schanz・Grundlagen・
　S．137も合わせて参照。
㈹Ibid．，　s．145の脚注。シャンツがこのフェスティソガーの理論をホマソズと並んでいかに評価して
　いるかは，Ibid．，　S．333とVerhalten，　S．60およびEinfUhrung，　S．32とS．47を参照せよ。
（78　G．Schanz，　Grundlagen，　S・137・
（7g）　Ibid．，　S．139．
圃Ibid．，　SS．140－141およびVerhalten，　S・55・
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　1）　認知的不協和は処罰として作用する
　2）　それゆえ認知的不協和を知覚する個人は，
　　a）不協和を除去ないし削減し，信念（Uberzeugung）の協和を達成しようと努力するか，あ
　　　るいは
　　b）不協和の発生もしくは強化をもたらしうる状況と，情報とを回避しようと努力する。
　3）不協和がもたらす罰（Strafe）が大きければ大きいほど，この不協和を削減しようとする努
　　力も一層大きくなる。
　4）　ある特定の信念と他の信念とのあいだの不協和によってもたらされる処罰は，
　　a）不協和を発生させている信念が当該個人にとって重要であれぽあるほど，
　　b）　この信念と不協和関係にある当該個人の信念の数と重要度が協和関係にあるそれに比し
　　　て大きけれぽ大きいほど，それだけ一層大きい。
　5）不協和は，a）一定の信念の追加もしくは，　b）この信念の変更によって削減されうる。
　6）　不協和が生じている個々の信念は変更に対して抵抗する，
　以上である。
　とりわけ5）の不協和削減様式と関連して，ヘビー・スモーカーの認知的不協和は，健康のた
めによいとされる多くのスポーツの方がより危険だという信念を追加的に導入する（5），a））こ
とによって，あるいは喫煙の害についての科学的研究結果を信頼しえないものと信じ込む（5），
b））ことによって削減されうる実例をあげながら，シャンツは認知的不協和の理論の前提とする
　　　　　　ロ　　　ロ　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　り　　　リ　　　コ　　　の
「人間」とは合理的存在としての人間ではなく，合理化を行う存在（rationalisierendes　Wesen），つ
まり他人ないし自分自身に対して合理的だと思わせようとする存在としての人間であると指摘し
　　⑱D
ている
　以上のような認知的不協和の理論が適用されうる状況は，意思決定に伴う不協和，同意の強要
（行為の強制）そしてこれまでの情報と一致しない新しい情報の受容の3つであるが，なかでも意
思決定に伴う不協和に重点が置かれている。意思決定は少なくとも2つ以上の代替案間の選択と
考えられるが，この選択行為に伴って発生する認知的不協和は通常いずれの代替案もポジティブ
な標識とネガティブな標識を合わせ有していることに帰せられうる。したがってここでは認知的
不協和は意思決定に伴う不可避的結果と理解されている。
　このような意思決定後に不可避的に生ずる不協和の強さの決定因子として，意思決定の重要度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　．　　　　　　　ロ　　　■　　　ロ　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の（意思決定が重要であればあるほど，不協和は一層大きい），棄却された代替案の相対的魅力度（選択さ
れなかった代替案が選択されたそれに比して魅力的であればあるほど，不協和は一層高い）そして代替案
侶D　G．Schanz，　Grundlagen，　S．141．
㈱　フェスティンガーの理論は，このように意思決定後の行動について言明を行うものであるが，またか
　かる視点は「狭すぎる」として，これを「固有の決定前の局面」（Phasen　vor　dem　eigentlichen　Ent・
　schluB）にも拡張すべしとする批判が後に行われるところとなった。しかし，フェスティンガーはそこ
　では「不協和ではなくコンフリクト状況がかかわっている」としてこのような批判に反論している。G．
　Schanz，　Grundlagen，　S．145．
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あ認知崩重夜度（代替案の認知的重複度が大きければ大きいほど，不協和は一層小さい）があげられる。
さらにこれと対応して，不協和削減様式としては意思決定の変更ないし取消，選択にかかわる代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　替案の魅力度の再評価ならびに認知的重複の導入がそれぞれあげられている。
　さらにシャンツによれば，この認知的不協和の理論は「個人的心理学的過程を説明するためぼ
かりでなく，社会的行動をも解釈するためにも利用可能である。」というのは個人間の相互作用
は不協和の源泉でもあると同時に，個人がこの相互作用を不協和削減の手段としても利用しうる
からである。これと関連して，フェスティンガーらは集団コンテクストにおける不協和源泉とし
て，社会的環境の誤った予見，他人との意見の不一致（意見の多様性）そして公的同意の強要をあ
げているが，シャンツはとくに経営経済的問題と関連させてとくに重要なものとして集団内での
意見の多様性をあげるとともに，その削減についても，たとえぽ自己の意見と一致していない他
人ないし集団の重要度，さらには多様な意見をもたらしている対象の重要度を主観的に減少させ
る可能性に言及している。
　シャソツによれぽ，認知的不協和の理論は，認知間の協和（整合性）を志向する存在としての
人間を強調しているが，このような協和志向は社会化過程のなかで学習されることをも一連の研
究を通して明らかにしているのであって，達成動機研究の成果と注目すべき類似性をもっている。
こうした研究から，シャンツは「動機づけ問題と学習理論的問題とを架橋し，かくして諸構想が
統合さ泌可能性，・際立。て・名と解して・・るのであ。て，かくして観によ細まシ・ン・の
理解するところによれぽ，学習理論的次元，とりわけ過去の経験は動機づけ（認知）的次元のな
かに包摂されうるものとしてとらえられているものと解されうる。
　こうして，シャンツは認知的不協和の理論がいまだ多くの問題や弱点をもっているものの「絶
えず成長を遂げているプログラム」であり，さらにこうした理論がもつ「一般的理論の統合的作
用」を指摘しながら，理論の一般性という点では自然科学の理論に匹敵する（その精確さにおいて
劣るとしても）理論と高く評価するのである。
　iv）　ホマンズの社会的交換理論
　ホマソズは，とりわけkキナー（B．F．　Skinner）とハル（C．L．　Hull）といった学習理論に依拠し
ながら，パーソナリティ現象の説明をめざす行動原理を構想するとともに，これを小集団におけ
る諸個人の相互作用から生ずる現象（たとえば，協力，競争，地位，権力といった現象）の説明にも
幽　Ibid．，　S．142．この理論に関連して行われた実験は，いずれもこの理論を験証しているという。　Ibid．，
　S．143．
（8の　Ibid．，　S．144．
〈8S　　Ibid．
｛8θIbid．，　S．147．およびVerha！ten，　SS．57－58．
〈sの　G．Schanz，　Grundlagen，　SS．147－148．
㈱　フェスティンガー理論に関するシャソツの評価については注㈹を参照せよ。「一般理論の統合的作用」
　とは，一般的説明原理ないし一般理論にもとついてさまざまな現象を統一的に説明しうることをさす。
　Ibid，，　s。144および脚注（フェスティンガーからの引用文）も合わせ参照せよ。方法論的に扱った部
　分としては，Einftihrung，　S．82を参照せよ。
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適用し，「行動理論的心理学」（die　verhaltenstheoretische　Psychologie）を展開していることで知ら
れている。
　ホマンズは，方法論的個人主義の立場に立って全ての社会科学は現代心理学を基礎とした普遍
的な人間性質から出発すべきと主張し，一般的行動理論の公理とみなされうる人間行動の一般仮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　説を打ち立てたとシャンツは解している。その際挙げられている仮説とはつぎの5つの仮説から
　　⑲D
なる。つまり，
　仮説1　（成功仮説）ある個人の活動が報賞される頻度が多ければ多いほど，この個人がその活
　　動を遂行する確率は一層大きい。
　仮説2　（刺激仮説）過去においてある活動に特定の刺激ないし刺激集合が付随していたならぽ，
　　現在の刺激が過去の刺激に類似していれぽいるほど，個人はこの活動ないし類似の活動を一
　　層容易に遂行するであろう。
　仮説3　（価値仮説）個人にとって活動報賞が価値多いものであればあるほど，それだけ一層当
　　該個人はその活動を遂行する。
　仮説4　（飽和・欠乏仮説）ある個人がちょっと前に（in　der　nahen　Vergangenheit）ある一定の報
　　賞を受けとった頻度が多けれぽ多いほど，当該個人にとっていずれの更なる報賞単位の価値
　　も一層減少する。
　仮説5　（フラストレーシ。ン・攻撃仮説）ある個人の活動が期待どおりに報賞を受けとらなかっ
　　たり，予期せずに処罰されたりするならぽ，当該個人は攻撃的となる。
　以上の一般的仮説は行動心理学の成果を踏まえ導き出されたものであるが，こごにも我々はシ
ャンツの「行動理論的プログラム」の「報酬の理念」との関係を直接とらえることができる。つ
まり，ホマンズの仮説体系は人間行動の契機を報賞と処罰のなかに認めているのであって，この
意昧で「報酬の理念」の学習理論的展開ということができる。
　さてホマンズは，さらに個人間の相互作用を交換過程（AustauschprozeB）と解するとともに，
前述した行動仮説を社会的プロセスに適用しようと試みている。シャンツによれば，行動理論的
フ゜グvの職的鱒腿はここにおし’て「惣の理念」（ldee　d・・T…ch・）と解されると・
うとなる。
　交換理念そのものは国民経済学の思考伝統に根ざすものであって，その際の交換対象は財貨と
用役（その際貨幣を媒介手段とする）であるが，ホマンズの理論はこうした交換事象を経済的取引
（89）G・Schanz・G・u・dl・g・n・SS・・158－159・ホマンズ自身はスキナーの構想の方縞く評価しているカ・，
　シャンツはハルの方が強い影響を与えているものととらえている。
⑲①　Ibid．，　SS．159－160．
eP　Ibid・・SS・16°－166・とくにホマンズの仮説と学習理論との関係についてシ。ン・によ。瑚示的に言
及されているものをあげると・仮説1は「強イヒ原理」，仮説3は「－re化羅」，仮SE　4は「齢
　原理」にそれぞれ結びつけられる。
saシ・ンツによれば・「交鯉念aま人間間ないし社会的関係の翻力・隔となると・ろで翻さ摘．
　報酬の理念の特殊ケースと解さ」れる。Ibid．，　SS．168－169．
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に限定するのではなく，広く社会生活一般の領域における人間間行動に適用しようとするもので
　　⑲鋤あった。その際，シャンツによれば「財」概念は拡張され，「他の個人が報賞を与えられ，また
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．　　　　　　　　　　　　㈱処罰されうるのを媒介する価値ある財とは，行動である」と解された。
　さてホマンズの社会的交換理論の中核を形成する5つの仮説とは以下のとおりである。すなわ
ち，
　仮説1　もしもある個人の活動が以前特定の刺激状況において他の個人によって報賞を与えら
　　れたならぽ，当該個人は現在の刺激状況が以前のそれに類似していれぽいるほど，一層大き
　　な確率であの活動ないし類似の活動に再び取り組むであろう。
　仮説2　ある個人rb：一一一定期間内に他の個人の活動に対して報賞を与える頻度が多けれぽ多いほ
　　ど，あの個人がこの活動に取り組む頻度は一層多い。
　仮説3　他の個人から受けとる活動単位がある個人にとって価値あるものであれぽあるほど，
　　当該個人があの個人から報賞を受ける活動に取り組む頻度は多い。
　仮説4　ある個人が他の人の報賞的活動を受ける頻度が多ければ多いほど，当該個人にとって
　　当該活動のいずれの更なる単位の価値も一層低くなる。
　仮説5　平衡的正当性の法則（das　Gesetz　der　ausgleichenden　Gerechtigkeit）カミある個人の不利と
　　なるような形で損なわれれぽ損なわれるほど，当該個人が情動的（emotional）行動を示す確
　　率は一層大きい。
　ここですでに明らかなように，ホマンズの社会的交換理論の中核を構成する5つの仮説は先に
述べた一般的行動仮説と直接結びついて展開されている。この理由は，方法論的個人主義の公準
から直接導出される。つまり，人間間の関係を説明するためにも個人行動を説明するためにも同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲㊦一の説明原理を適用しうると考えられているのである。
　ところで，ここで呈示された仮説は2人の個人間の関係を対象としている。したがって，この
種の比較的単純な関係を対象とする仮説を使って複雑な組織・社会の機能様式が説明されうるの
かどうか当然疑聞のあるところである。しかし，シャソツは「行動科学的仮説にもとついて複雑
な社会現象を説明する際に予想されうる困難」を全く意識しながらも，「ともかく一般的行動心
理学的言明にもとついて社会的影響力，協力ないしコソフリクト，権威とリーダーシップ等の基
本的現象を説明し，こうして社会とその制度にとって特徴的な複雑な関連を理解することができ
　　　　　　　　　　　　⑲⑳る」と主張したのであった。
鯛Ibid．，　S，169およびVerhalten，　SS．73－74．
図　G．Schanz，　Grundlagen，　S．168．
（gS　II）id．，　SS．169－170．
鱒　その際，前述した一般的行動心理学的原理との相違は，そこでは欲求充足の源泉が自然領域（Natur－
　bereich）に由来するものか，他の人間に由来するものかについて無関係に定式化されているのに対して．
　ここでの対象は2人の個人間で生ずる相互作用であり，欲求充足の源泉は自己もしくは他人の行動（様
　式）である。Ibid．，　S．169．
（g力　Ibid．，　S．17L
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　ホマンズの社会的交換理論は一方で行動心理学と他方で国民経済学とを基礎としていた。しか
し，シャンツによれぽ確かにホマンズは自己の相互作用理論的言明を定式化するうえでこの国民
経済学の需給法則から刺激を受けたのであって，その意味でこの需給法則はヒュー一一　yスティック
な機能をはたすものであったとしても，問題は言明間の論理的関係である。そしてこの点に関し
て，シャンツは「経済科学の諸仮説は交換理論的・行動心理学的言明の特殊事例とみなされるべ
きである」と主張した。
　こうした理解はまた，希少性（Knappheit）を根拠として経営経済学を自律的な経済科学として
構想する伝統的な考え方に対する鋭い批判ともなって展開されるところとなる。簡単に言えぽ，
もし「愛」や「好感」が「財」の希少性をあらわすものでないとするならぽ嫉妬深い行動を説明
することはできないがゆえに，「希少性関係は（経済領域にのみ特徴的事態ではなく一引用老）すべて
の社会的領域にとって特徴的である」と主張し，希少性をもって学科の境界を区分する試みを批
　　　　　　1；9判するのである。
　3）　行動理論的経営経済学の「人間」観と一般的仮説
　すでに繰り返し述べられているように，シャンツの行動理論的経営経済学は，一方で方法論的
個人主義に依拠して理論の中核に「個人」をおくものであったが，他方で報酬の理念に支えられ
て（行動）心理学にもとつく人間行動についての一般的仮説（法則）を必要不可欠な条件とするも
のであった。なぜなら，シャンツは科学的説明を批判的合理主義に依拠してもっぱら演繹的・法
　　　　　　　　　　　　　　　則的説明としてのみとらえているのであって，それが方法論的個人主義と結びついて全ての社会
科学の認識対象たる社会的事象・事態の説明は共通の法則，つまり人間行動の一般的心理学的法
則から出発せねばならないと解せられていたからである。したがって，本節で扱われてきた（行
動）心理学的研究は行動理論的経営経済学の展開のみにとどまらず，全ての社会科学がその扱う
対象の説明にあたって出発すべき共通基盤を形成するものに他ならなかった。
　その際，主としてシャンツは人間行動の動機づけ（認知）問題に「論理的優先性」を与えなが
ちも同時に学習理論的次元も合わせ顧慮さるべきことが必要であると主張した。けれども，シャ
γツの理解によれば「人間行動の動機づけ，認知および学習理論的に解釈可能な諸次元を同じよ
うに顧慮しうる心理学の一般理論はこれまでのところ存在していない……予見しうる期間内に可
　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ能かどうかも未だはっきりしていない」のであって，そこで経営経済学の具体化をはかるために
⑲8　　1bid．，　SS．　174－175．
鱒　G．Schanz，　Betriebswirtschaftslehre　SS．11－15．さらに，シャンッはこうした見解に立ってまた，
　「行動科学的認識を含めることは科学的専門化と分業の原理に矛盾する」と主張するコッホ（H．Koch）
　に対して厳しく批判している。G．　Schanz，　Grundlagen，　SS．32－39，
㈲　キーザーとクビチェクは，演繹的・法則的説明（彼らは「包摂図式」と呼ぶ）の他に「解釈的研究方
　向」をあげ，その変種として，a）目的論的・合理的説明，　b）機能的説明およびc）歴史的・社会的説
　明をあげている。キーザー／クビチェク，前掲訳書，1，田島壮幸監訳，37－60頁。
劒　G．Schanz，　Grundlagen，　S．178．
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はともかく独自に（行動）心理学の分野から人間行動を説明するためにもっとも一般性をもって
いるとみなされうる研究を取り出してきて，人間行動の一般的仮説体系を作り上げる必要があっ
たのである。
　さて既述のように報酬の理念は，とpわけベンサムらの功利主義に依拠して展開されているも
のであって，そのことは期待ないし予期された行動報酬のなかに人間行動の決定的な契機を見出
していることに端的に示されている。つまり，ここで人間は快楽主義的原理に依拠して合理的に
行動すると仮定されているのであって，その意味で快楽主義的合理人が行動理論的経営経済学の
人間観をなすと解せられるのである。
図一3社会科学「統合」の基礎たる「人間」と一般的仮説
快楽主義的
合理人　　　　認知的協和志向的存在
　　　　　（同時に合理化を行う存在
　　　頑＿＿＿1＿＿一
「硬い核」　　　　　実在科学としての
（ラカトス♪　　　　心理学
　動機
（欲求）構造
「一一一”一一一一一一魂
勉λ菰麺
　けれども，「経済人」構想とは決定的に異なる点はそこでの人間が徹底的に実存科学の対象と
して，つまり心理学に依拠して展開されていることであって，図3が示すように多次元的に考察
される。さらに，シャンツは人間行動を個人行動のレベルと対人行動のレベルとに二分割してと
らえ，そこでは前者を理解するうえでのキー・ワードは動機（欲求），期待，認知的不協和，さら
に後者にあっては行動報酬交換の学習であると解せられる。この点を行動理論的プログラムが基
礎とする一般的人間行動仮説との関連でいえばつぎのよ．うになるであろう。つまり，シャンツは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　リ何よりもまず人間行動の理解にあたって人間欲求（動機）から出発する。人間はひじょうに多く
の，かつ多様な欲求をもつ存在であるが，これらはいくつかの基本的欲求に整理しうる。この点
は階層的動機づけモデルが研究を進め，体系化している。しかし，人間はいかなる目標を達成し
ようとし，またいかなる欲求を充足させようとするかという点で個人間に差異がみられる。この
働　本稿がかかる人間観をシャンツの行動理論的プログラムの基礎とみなすのは，彼が期待理論（目標一
　経路アプローチ）と関連してではあるがつぎのように述べていることからである。つまり，「以下で概
　略を述べらるべき構想は部分的にJ・ペソサムと」・ミルを主たる首唱者とする，いわゆる功利主義に
　潮るものである。彼らは，人間は快を求め不快を回避しようとする存在であるという有名な快楽主義的
　巌義（hedonistischer　Grundsatz）を定式化してきた。ここではひじょうに一般的な動機づけ理論的原
　理が扱われている」。G．　Schanzj　Verhalten，　S．51．
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個人間差異に関してシャンツは達成動機研究が回答を与えてくれるものと考える。この研究は個
人間にみられる欲求強度の差異を測定することに成功し，さらに欲求形成にあたって「比較的初
期の社会化過程における学習過程」の役割を重視していた。しかし，動機や欲求は一定の行動意
欲を根拠づけうるにすぎないのであって，これが現実の行動に転化するためセこはさらにもう1つ
の前提が満たされねぽならない。というのは，人間はある欲求ないし目標をもって何かしようと
してもこの達成に見込みがないと考えるなら行動は起こらないからである。つまり，人間は将来
について思考する存在である。ここで欲求と並んでもう1つの行動決定因子が浮上する。個人の
期待がこれである。この点は，達成動機づけ研究，とりわけアトキンソソの研究が強調してきた
ところである。さて，この認知的側面について意思決定が重要な位置を占める。ここで，とりわ
け人間の意思決定後に生ずる行動に焦点を合わせ，これを認知的不協和とその削減として理論的
に体系化したのが認知的不協和の理論である。さらに人間行動は社会的存在であって，こうした
個人間の相互作用から創発性現象なる事態，とくに権力，リーダーシップ・組織等の現象が生ず
ることが知られている。ホマンズの研究はかかる現象を方法論的個人主義に立脚しながら説明し
ようとしたものであった。
　こうした諸研究が行動理論的プログラムの人間行動に関する一般的仮説体系を形成するものと
解せられる。
　こうした一般的仮説が経営経済的問題の説明にいかに適用されるかに関しては次節で詳しく検
討されるところであるが，しかし，ここではこうした心理学的研究がはたして批判的合理主義の
要求する理論評価基準に照らしてどの程度この基準を満たすものであるかが議論されるぺきであ
る。というのは，演繹的・法則的説明におい；Z説明能力に決定的に影響するものは理論の質であ
ると解せられるからである。この説明図式においては，もっとも厳密に言えぽ「～のときはつね
に～である」（Wenn・Dann）決定論的形式となる法則的仮説の存在が前提されている。しかるに本
節においてみたようにシャンツが取り上げてきた心理学的一般仮説とはいくらよくても「～すれ
ばするほど一層～する」（Je－Dest・）形式をとるものであった。しかし，シャンツがこうしたJe－
Desto形式をとる研究を一般的仮説として高く評価するのも，彼がかかる傾向言明も「簡単に
W・・n・D…形式に移しかえられうる」と理解して・・るからに倣ら継。
　この点で，たとえばシャンツは「企業が多角化していればいるほどその相対的研究・開発支出
は高くなる」というJe・Desto形式の言明は，「もし企業の多角化度が高まれぽ，その相対的研究
・醗支出は増大する」というW・n・・D・nn形式の訓に転形されうるという実例をあげて謬。
このような理解が可能であるのも，前述したように，シャンツがWenn－Dann形式をとる言明の
要件を「条件性」のみに求めているからに他ならない。かかる理解からするならばJe－Desto形
式の言明も簡単にWenn・Dann形式の言明に移しかえることができるように思われる。
価㊨　G．Schanz，　Einftihrung，　S．51．
鵬　Ibid．もちろん，「その際通常正確な上昇率は述べられえないの℃その種の比較仮説は論理的により
　弱いものとみなされる」と指摘されてはいる。
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　ここでキーザー（A．Kieser）とクビチェク（H．　Kubicek）が指摘しているように，法則概念に
ついて「科学理論は今日に至るまでに，一義的で満足のいくような定義を下すことに成功しなか
った」ということが想起されるべきである。しかし，シャンツの理解するようにWenn－Dann形
式の言明に「条件性」のみを求めることはそれが「法則性」と結び付く場合重大な問題があるよ
うに思われる。たとえぽ，キーザーとクビチェクによれば，Wenn－Dann形式をとる法則言明は
決して仮説の普遍性（本稿では一般性と呼んでいる）と反証可能性のみを要求するわけでない。つま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1り，Wenn－Dann形式はつねに「因果的原理」を含んでいなければならない。しかし，先にシャ
ンツがあげた，企業の多角化と研究・開発支出に関して転形されたWenn・Dann形式の言明には
原因と結果が含まれているのであろうか。ここではせいぜい関連の方向が示されているにすぎな
いのである。このような関連の方向しか示されているにすぎない言明をキーザーとクビチェクは
傾向言明と呼んでいる。これらの傾向言明はシュテークミューラー（W．Stegmuller）に依拠して
不正確な説明しか提供しないものと主張される。そして，「不正確な説明は異論のない論理的演
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　繹の可能性を阻害する。したがって，それはまた予測的に利用することも不可能である。」
　シャソツはなるほど演繹的・法則的説明シェーマのみに固執してその他一切の説明様式を認め
ていないのであるが，行動理論的プPグラムの展開にあたってはそのシェーマの形式にのみとら
：われ，実質的に説明能力を決めることになる法則ないし一般的仮説の要件にはあまりに緩やかな
基準しか設定しておらず，そしてそのことが行動理論的プログラム全体の説明能力に制約を課す
ことtl。なるように思われ幾この点に関しては，その法則ないし搬的仮説の適用のなかで問題
とされるべきであろう。
　さて，シャソツはとくにポパーの心理主義批判に対して反論し，「行動理論的プログラム」は
決して心理学への還元を意味するものではなく，制度・社会といった行動の生ずる枠組条件が周
辺・初期条件として説明シェーマに入り込むのであって，ここにそれぞれの特殊社会科学の自立
的説明問題があることを強調したことは前述してきたところである。しかし，｝＝・一一ザーとクビチ
ェクによればこの説明シェーマにおいて「説明項から被説明項が論理的に異論のないように導出
されうるためには，……そこ（説明項における一般的仮説一引用者）に含まれる概念はまた被説明項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳の記述に利用される概念と一義的に対応しなくてはならない。」このことを，シャンツの社会科
学統合の基礎たる一般的仮説がもっぱら（行動）心理学的概念に依拠して展開されている仮説で
㈹　キーザー／クビチェク，前掲訳書（1），田島壮幸監訳，27頁。
0㈲キーザー／クビチェク，前掲訳書（1），27頁およびWR　Bretzke，　Der　Problembezug　von　Ent・
　scheidungsmodellen，1980，　J．C．B．　Mohr，栗山盛彦・風間信隆共訳『構成主義経営経済学』文眞堂，
　1986年，204－222頁。
伽　キーザー／クビチェク，前掲訳書，36頁。
姻　キーザー／クビチェク，前掲訳書，35－36頁。
伍麟逆に言えば，このように一般的仮説，法則ないし理論の満たすべき要件を緩やかに設定することによ
　って，はじめてシャンッは演繹的・法則的説明を保持しながらも具体的な経営経済学を構想しえたとも
　解せられうる。
oro）キーザー／クビチェク，前掲訳書，35頁。
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あったという事実と関連させてとらえた時に，結局それは社会科学全体の心理学的展開を意味す
るものと解せざるをえない。この点の問題も，指導原理の適用を通して具体化される彼の経営経
済学の展開を検討するなかで何が問題とされ，どのように説明されるのかを明らかにするなかで
議論さるべきように思われる。
N．特殊社会科学としての経営経済学の具体化
　　　　　　　一指導原理の適用一
　1）「報酬プール」としての組織観
　シャンツの行動理論的経営経済学は前節でみてきた方法論的・理論的指導原理の経営経済学の
認識対象への適用を通して具体化・展開されるところとなる。その際，経営経済学の対象領域な
いしその認識対象は組織と市場，したがって組織参加者（Organisati・nsteilnehrner）と市場参加者
（Marktt。il。。hmer）と齪され£1・うした講対象の決定は「基櫛値糊」（・・…wer・ur・・i1），
したが。て前科学鰍定に力輔翫のであるとはいえ，・うした決黙微して導いてきたも
のは，従来の経営経済学の選択・境界区分基準（Auswahl－und　Abgrenzungskriterium）としての
「経済性原理」（Wirtschaftlichkeitsprinzip）と「希少性」に対する批判，そしてそれに代わる「経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3｝済する個人」（wirtschaftende　Individuen）への問題移動のなかに読みとることができる。この「経
済する個人」は具体的には「（経済）組織参加者と市場参加者（消費者〔Konsumenten〕）」が理解さ
れ，さらにこれら「経済事象に参加している個人の欲求充足志向」，したがってこうした人間行
動に決定的に影響を及ぼす状況的コンテクスト，つまり個人行動の生ずる枠組条件として組織と
市場が措定されているものと書うことができる。その意味で，我々は個人・人間行動から出発す
るという行動理論的プログラムの研究指令・ヒューリスティックが貫徹されていることを確認し
うる。
　しかし本稿では，シャソツの行動理論的経営経済学がこのような市場もしくは市場参加老（消
費者）行動をも包摂しうる包括的なプPtグラムとして構想されていることだけを指摘するにとど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）め，以下の検討ではこの領域（市場）を割愛することとしたい。というのは，そこでの展開はい
（1）GSchanz，　Grundlagen，　S．180．およびBetriebswirtschaftslehre，　SS．89－91．
（2》　Ibid．，　S．182．
（3）（｝．Schanz，　Betriebswirtschaftslehre，　SS．11－20．シャソツは財の希少性原理，経済性原理をもって
　経済科学の自律性を根拠づけようとする支配的見解に反対して，「欲求充足志向は……根本的に全ての
　人間活動において役割を演ずる『経済的行動』は……ここでは特殊ケースにすぎない。……自律性を根
　拠づけるその種の試みは失敗に帰したものとみなされねばならない」（lbid．，　S．13）と指摘するととも
　に，「自律的学科の表象は放棄されるとしても『経営経済学』について依然として論ずること」ができ
　るのであって，その場合学科は「相対的自律性」をもつとされる（Ibid．，　S．14）。
（4｝市場問題については，G．　Schanz，　Grundlagen，　SS．294－324およびBetriebswirtscha｛tslehre，　SS．
　124－147に詳しい。そこでは市場とは「貨幣の財への交換を可能にさせる制度」であり，組織と同様
　「報酬プール」と理解され，消費者行動の研究（Studiu皿des　Konsumenten　verhaltens）を中心に論ぜ
　られている。
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わゆるマーケティソグの分野にかかわるものであってさしあたり本稿の関心から外れるという事
情があるとはいえ，シャソツのその後の理論的展開はもっぱら組織現象にかかわるものである点
を顧慮すると，このような扱いが不当にシャンツの学説評価を歪めるものとはならないとの判断
があるからである。
　さて，そこで第1にシャソツの理解する組織および組織参加者の意味するものがいかなるもの
かという概念的確定がなされねばならない。
　その際，まずシャンツが経営経済学の対象領域を組織と呼ぶ場合にあっても，アメリカ経営学
において通常みられるような組織一般が無限定に想定されているわけではない。というのは，周
知のように組織セこは経営ないし企業，学校，病院，軍隊，大学といったひじょうに異なる社会構
成体（S・ziale　Gebilde）が含まれるのであって，シャンツによれぽ「これらすべての事態を経営経
済学の対象領域に加えることは当然ためらわれる。ここで明らかに一定の制限を行うことが合目
　　　　（5｝的的である」と理解されているからである。しかし，この組織の限定に関しては彼の論述はひじ
　　　　　　　　　　　　　　（6｝　　　　　　　　　　　　　　　。・・ように不鮮明で曖昧模糊であるが，「企業は1つの組織である」という，いわゆる「制度的組織
概念」（der　institutionelle　Organisationsbegriff）への支持にみられるように経営経済学の主たる対象
領域は企業にあると解せられる。けれども，シャンツによれぽ「そのことでもちろん私企業のみ
がとらえられるべきではない。それ以上に行動理論的経営経済学は，たとえぽ公企業ないし生業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔7｝（Haushaltsbetriebe）といった他の社会構成体にも関心をもっている」としている。こうした点を
顧慮すると「経済組織」（Wirtschaftsorganisation）が行動理論的経営経済学の対象領域をなすと解
　　　　　　　（8）せられるのである。
　他方また「組織参加者」なる概念についてもマーチ＝サイモンが従業員，投資家，供給業者，
配給業者そして消費者といった主要参加者集団をあげていることを指摘しながらも，「……こう
した集団が提起する問題はその内容上ぽかりか，とりわけ規模的（umfangmaBig）にもかなり異
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩　　（9｝なっている」として，狭義の組織参加者つまり「従業員」（die　Beschaftigten）ないし「組織勤務
者」（die　in　einer　Organisat三Qn　Beschaftigten）に限定し，具体的には労働者（Arbeiter），職員（An－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ODgestellte）そして管理老（Ftihrungskrafte）等をあげている。
（5）　Ibid．，　S．181．
⑥　彼はこの点明示的に経営経済学の対象領域を規定していないように思われる。つまり，彼の経営経済
　学の境界区分は「経済性・希少性原理」の放棄に伴って相対化・流動的なものならざるをえない。この
　点，後述されるように彼の「経済組織」のメルクマールとして挙げている属性も独自的メルクマー一一一ルと
　いえるかどうか疑問である。この点については，G．　Schanz，　Verhalten，　SS．61－72に詳しい。
（7）G．Schanz，　Grundlagen，　S．181．
（8＞この点主著，”Grundlagen“でもしぽしぼ「経済組織」なる言葉は使われているが，より明示的なの
　は”Verhalten“においてである。とくにG．　Schanz，　Verhalten，　SS．5－6を参照されたい。
（g）G．Schanz，　Grundlagen，　S．181．
⑩　シャンツによれば，この点でキルシュ（W．Kirsch）の「メンバー」（Mitglied）概念に相当すると
　いう。Ibid．脚注を参照せよ。
aD　Ibid．，　S．182．
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　ところで，さらにシャンツは前節において検討してきた指導原理一方法論的個人主義と報酬
の理念を基礎とする独自の組織観を提起する。組織を「報酬プール」（Gratifikati・nsrerv・ir）とし
　　　　　　　　　　　　⑫てとらえる視点がこれである。つまり，ここでは組織は参加者が自己の個人的欲求を充足させう
る報酬の取得を可能ならしめる手段ないし用具として構想される。こうした組織観は，あくまで
「社会制度は個人の利害から解釈されねぽならない」という，とりわけスコットラソド道徳哲学
の基本理念を反映するものであると同時に，個人行動に決定的影響を及ぼすものを欲求充足ない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し報酬のなかに認めるという動機づけ理論的基本理念をも反映するものである。
　シャンツe：一一貫して個人主義思考に立って，結局組織とは「人間のために人間によって生み出
された」ものであり，したがって「人間によって変更されもしうる」社会構成体であるととらえる。
しかし，その際このような組織観が，とりわけスコットランド道徳哲学にみられるようなコソフ
リクトないし利害対立を無視し，したがって社会的現実を無視した調和構想（Harm・niekonzept）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a4と結びつくものではないことを強調している。それどころか，こうした組織観をもつことによっ
て現実の組織のあり方，つまり組織がどの程度個人の欲求充足を保証しているかが正しく評価さ
れうるのであって，そこから組織的現実が批判可能でもあるし，また組織再形成の具体的方向を
も呈示することができるとシャンツは解するのである。
　さて，こうした「報酬プール」としての組織は個人と組織との社会的交換（相互作用）として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　組織をとらえる視点とも結びついている。つまり，一方での組織による報酬の提供は他方での組
織参加者が行う労働給付（Arbeitsleistung）ないし給付関連行動（Leistungsbezogene、　Verhalten）を
も前提としているのであって，こうした組織と個人との交換を介して組織が成立しているものと
解せられる。この点さらに言えぽ，「報酬プール」という組織観のなかに，一方で確かに個人的
視点よりすれば組織は自己の欲求充足を可能ならしめる報酬の取得という目的に対する手段ない
し用具としてあらわれるのであるが，他方で組織的視点よりするならぽ組織とは組織目的達成の
手段として報酬の提供を介して組織参加老の行動を「誘導する」（kanalisieren）手段としてもあら
　　　　　　⑯われるのである。
　組織を「報酬プール」としてとらえる場合，組織における「報酬」とは何かが問われねぽなら
ない。この点でシャンツは「r報酬』において組織参加者の行動に何らかのやり方で影響を及ぼ
　　　　　　　　　　　　す全ての要因が理解される」として，具体的には賃金・給与（L・hn　bzw．　Gehalt），職務特性（Auf－
gabenmerkmale），リーダーシップ・スタイル（Ftihrungsstil），自律性の程度（Grad‘р?秩@Selbstbe・
　ax　Ibid．，　S．　184．
　α3　1bld．，　SS．183－185，
　a4）　Ibid．，　S．184．
　㈲　G．Schanz，　Verhalten，　SS．75－77．
　㈲　G．Schanz，　Organisationsgestaltung，　SS．10・－11．
　肋　G．Schanz，　Grundlagen，　S．190．構造的規制とは一方で組織参加者の行動を一定の方向へ向ける「誘
　導用具」（Kanalisations三nstrumente）であるが，他方これは同時に「報酬パターン」（Gratifikations、
　muster）をなす（G・Schanz・Betriebswirtschaftslehre，　S．93およびOrganisationsgestaltung，　SS、
　10－11．）。
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Lstimmung）等，後に彼が「構造的規制」（Strukturelle　Regelung）ないし「組織構造」（Struktur
t，einer　Organisation）なる概念をもって表しているものが挙げられている。
　さらに行動理論的プログラムの主たる研究関心が特殊状況コンテクストにおける人間行動の説
朋であったことを想起するならば，組織の報酬（人間行動の生ずる特殊状況コンテクストを表す）が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e⑳・給付関連行動（組織のなかで発現する具体的人間行動様式を表す）にいかなる影響を及ぼすかを，賃
金・給与，職務特性等の具体的構造的規制に則して問うなかで組織のなかの人間行動を説明する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲ことこそ行動理論的経営経済学の中心問題をなすと解せられるのである。けれども，残念なこと
に主著r行動理論的経営経済学の基礎』ではこの点十分体系的に整序されて展開されているわけ
ではない。
　行動理論的プPグラムの指導原理の適用，その経営経済学的展開に関して主著では「組織のな
かの個人」，「組織のなかの集団」そして「組織の準行動」に大別されている。第1の組織のなか
の個人では，テイラー（F．W．　Taylor）の科学的管理とメイヨー（E．　Mayo）らの人間関係論から
拙発してそれぞれの指導理念との関連で2つの組織問題，労働給付と労働満足が取り出され，そ
　　　　　　　　　　　⑳れをめぐって論述される。第2の組織のなかの集団では，a）社会的規範と集団給付，　b）権力，
権威，リーダーシップ，c）連合体形成とコンフリクト，意思形成（組織目標問題を含む）が論ぜら
　（2Dれる。最後に組織の準行動では個人主義視点のもとでも一定の問題を扱うにあたって組織それ自
体を自立的な社会的行為の担い手，したがって準行為ないし準行動として考察することの合目的
　　　　　　　　　．　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伽
性がとりわけ説明深度問題（Problem　der　Tiefe　von　Erklarungen）との関連で論じられている。
⑬　G．Schanz，　Verhalten　S　81．
囎　この点，”Verhalten“および”Betriebswirtschaftslehre“では体系的に給付関連行動に及ぼす影響要
　因が取り上げられ詳細に論じられている。G．　Schanz，　Verhalten，　S．80ff．およびBetriebswirtschafts・
　lehre，　SS．97－123。しかし，そこでの論点はほとんど余すところなく主著。Grundlagen“において論
　述展開されているのであって，この点，今野氏の言う「組織理論的な，またマーケティング論的な実質
　的展開はついに見られない」（今野登稿，前掲論文，30，32，34頁）という評価に対して，少なくとも
　組織論的な実質的展開については，体系的に整序されているわけではないにせよ主著でも十分なされて
　いることを本稿は強調したい。
tieo）つまり「科学的管理」の指導理念に関しては「財務的刺激」の重要性が，他方「人間関係運動」のそ
　れに関しては「労働関係との一一一ma的満足」にもとつく「調和構想」が確認され，前者と関連して「賃金
　と給付」の問題が，さらに後者との関連で「満足と給付」の問題がつづいて論ぜられ，さらにローラー
　の期待モデルに依拠して「労働給付の規定要因」と「労働満足の規定要因」の問題が論ぜられる。後老
　の労働満足の規定要因は本稿では扱われていない。この点渡辺敏雄稿，前掲論文，32頁を参照されたい。
燗　r組織のなかの集団」では，a）ではホーソソ実験で明らかにされた「社会的規範の存在」をめぐって
　論議が行われ，b）ではまず「権力」の分類がなされるとともに，リーダーシップ・モデルとしては，
　リッカート，フィードラーおよび経路一目標アプローチのそれぞれのモデルが論ぜられ，最後にサイ
　ヤート＝マーチの「連合体モデル」に依拠しながら意思形成問題が論議され，それとの関連でコンフリ
　クト現象と組織目標問題が論議される。この組織目標問題についてはハイネン（E．Heinen）の企業目
　標論を一方で高く評価しながらも，他方で批判をも行い，結局キルシュのアプローチのなかにシャンツ
　は自己の指導理念との接合性を見出しこれを支持する。この組織目標問題について渡辺氏はシャンツを
　批判されている。詳しくは，渡辺敏雄稿，前掲論文，37－38頁を参照されたい。
惚2　1bid．，　SS．290－294，
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　けれども，前述したように本稿の関心，それどころか行動理論的プログラムの本来的関心より・
するならぽ，前節で検討されてきた人間行動の心理学的一般的仮説と組織という特殊状況コンテ
クストから組織のなかの人間行動がいかにして説明されるかなのである。シャンツはこの問題に
関連して主著において断片的であるとはいえ，組織のなかの人間行動（給付関連行動）に組織が報
酬（構造的規制）を介していかに影響を及ぼしうるかについて論じており，その後の彼の研究の梗
概はすでに十分示されているものと解することができる。そこで本稿は基本的に主著に依拠しな
がら，彼の経営経済学の具体的展開を検討することとしたい。
　2）　給付関連行動の決定因子
　シャンツによれぽ，「とくに財貨ならびに用役ないし給付一般の生産と関係する一定の目的が
経済組織の助けを借りて追求されていることが想起されるならぽ，経済組織における行動は全く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱一般的に給付関連行動として理解されうることが明らかとなる。」この給付関連行動に関連して
従って各個人がもたらす労働給付に関して個人的差異がみられることはよく知られている。こう
した給付関連行動ないし労働給付にみられる個人的差異に与える影響要因は，シャンツによれば
状況要因，個人の能力（Fahigkeit）そして個人の動機づけ（M・tivati・n）の程度の3つである。
　このうち，第1の状況要因としてはたとえば質的に粗悪な原材料，補給問題ないし経営手段の
一時的故障が個人の労働給付のマイナスの影響を及ぼすことが予期されうる。しかし，「こうし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳た問題は行動理論の視点よりすれば従属的意義しかもたない」として，個人の能力と動機づけの・
問題を中心として給付関連行動の影響要因が論じられる。
　その際，給付（L）は能力（F）と動機づけ（M）との和ではなく積として理解される。つまり．
　　　　　L＝f（F×M）　がこれである。
というのは，もし高く動機づけられている個人が自己の能力をはるかに超える課業（Aufgabe）を
克服することを想定するとき，FとMの和とすれぼかなりの給付をもたらすことを示すこととな
り，これが事実と一致しないのに対して，FとMの積とするならぽ低い給付が示され，これが事
　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱実を反映するものと解されるからである。この式から示されることは，「能力あるいは動機づけ
の増大の結果としての給付変更の程度は，その時その時にもう一方の要因の値の水準に依存して
いる。かなりの給付増加が予想されうるのは高く動機づけられているか，高い能力を有している
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2㊥個人の能力ないし動機づけが高められる場合のみである」。
　さらに能力について，シャンツはこれがある一定時点での給付力量（Leistungskapazitnt）にかか
わるものと解している。しかし，個人はその給付力量を組織内・外での教育訓練（Schulung）や
経験（Erfahrung）を通して発展させうるものであって，その意味で給付力量の将来的発展可能性
㈱　G。Schanz，　Verhalten，　S．81．
⑳　G．Schanz，　Grundlagen，　S．212．
㈱　Ibid．，　S．213，この点詳しくは，　Verhalten，　SS．83－85．
⑳　G．Schanz，　Verhalten，　S・84．
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も合わせ顧慮されねぽならない。そこ’でかかる発展可能性を顧慮するために「素質」（Bafahigung）
という概念が導入され，その結果個人の能力は以下の式で示されるところとなる。つまり，
　　　　　能力＝ノ〔素質×（教育訓練＋経験）〕
がこれである。
　この式は個人の能力が教育訓練と経験という学習過程を通して一定程度まで高められうること
が顧慮されている。こうして，たとえぽ不十分な労働給付が個人の能力の欠如に帰せられる場合
dlこは，それは教育訓練もしくは経験の欠如に帰せられ，これが何らかの方策を通してどの程度克
服されうるのかが間われるところとなる。
　けれども，シャソツが給付関連行動ないし労働給付の問題でもっとも重視し強調しているのは
労働動機づけの問題である。この動機づけの規定要因は個人的給付意欲ないし意思（Leistungs一
めereit忌chaft　bzw．・willigkeit）が問題となる。ここでシャンツは，ローラー（E．E．　Lawler）がブルー
ム（V．H．　Vroom）とポーター（LW，　Porter）＝ロー一ラーの期待モデル（Erwartungsmodelle）をさら
に精緻化して展開しているモデル，個人的給付意欲の説明モデルに依拠しながらこの問題を論じ??
　このP一ラーの期待モデルは，「給付意欲の程度は個人が個人的（pers6nlich）目標を達成する
手段ないし経蕗（Weg）をある特定の活動のなかにどの程度認めるかに依存する」という経路一
礁アブ。一チ（W，g．、、，1．A。sa、。）を基愚し，将来志向的存在としての燗を前提セ・個人のも
つ期待（認知的次元）をことに重視している。
　この個人的給付意欲の期待モデルの基本構造は以下の3つの変数から構成される。つまり，努
カー成果期待（Anstrengungs－Resultats・Erwartungen）（A－R期待），成果一報酬期待（Resultats－Gra・
tifikations－Erwartungen）（R－G期待）そして報酬の魅力度（誘意性）（Attraktivitat〔Valenz〕von　Gra・
　　　　　　　　　　　　rtifikationen）がこれである。
　佃人の給付意欲はまず，個人が行う努力がいかなる確率でそれに対応する成果に導くのかとい
う自己の主観的表象（A－R期待）によって影響を及ぼされる。けれども相対的に高い五一R期
特は，高い給付意欲にとっての必要条件ではあるが決して十分条件ではない。つまり，努力と結
⑫のG．Schanz，　Grundlagen，　S．213およびVerhalten，　S．86．
㈱　G．Schanz，　Grundlagen，　S．214．このモデルについては，野中・加護野・小松・奥村・坂下著r組織
　現象の理論と測定』千倉書房，1978年，312頁以下およびキーザー／クビチェク，前掲訳書fi，田島壮
　幸監訳，18頁以下に詳しい。
翅9シャンツの理解によれば，ローラーらの期待モデルは「ゲオルゴポールス（B．S。　Georgopoulos）らに
　よって開発された経路一目標仮説の精緻化」（Grundlagen，　S．220）ととらえている。この点，　Verhal－
　ten，　S．88も合わせ参照。シャンツによれば，この経路一目標アプローチは動機づけの過程理論に位置
　づけられ，その基本思考は「個人はある特定の状況において自己の個人的目標に導くと想定する経路を
　とる」ことにあるとされる。しかし，このアプローチは一般的方向づけ枠組を提供するのみで「個人が
　どんな状況のなかでどんな経路をとるのか」という問題に答えるためには動機づけの内容理論が必要と
　されるとシャンツは考えている。G．　Schanz，　Verhalten，　S．52．
⑳　G．Schanz，　Grundlagen，　SS．214－216．詳しくはVerhalten，　SS．88－92．
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びついた成：果がいかなる確率で報酬をもたらすかという自己の主観的表象（R－G期待）によって
も影響を及ぼされるし，さらに個々人は異なる誘意性構造・選好価値をもち，努力と結びついた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳成果に対して異なった評価を行うことが顧慮されるべきである。後老は予期される報酬の評価度
であり，報酬の誘意性（魅力度）と呼ぼれる。
　こうして，このモデルでは個人の給付意欲（動機づけ）は2つの期待と報酬の誘意性によっで規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ　　　ロ定されるものと考えられている。その際2つの期待構成要素が認知的要素を表すのに対して，報
　　　　　　　　　　　　　・　・　　　　　　　　　　　　　　　⑬の酬の評価度をなす誘意性は動機的（情動的）要素をなす。
　さらに，シャンツはこれら3つの変数の規定要因に関して以下の指摘を行っている。
　まず報酬の誘意性に決定的に影響を及ぼすものは組織参加老の動機であって，個人が労働状況
のなかでいかなる欲求を充足させようとしているのか，あるいは彼にとっていかなる報酬がプラ
スないしマイナスの誘意性をもっているかが問題となる。これは，経済組織の給付能力が基本的
に組織の提供する報酬を参加者の欲求と一致させることにどの程度成功するかに依存するがゆえ
にきわめて重要である。しかし，すでに前節においてみたように人間が追求するに値する（er－
strebenswert）とみなすものに関してはかなりの違いがみられ，こうした欲求強度の差異は個人の・
比較的初期の社会化段階における学習過程がきわめて重要な影響を及ぼすことが知られている。
この社会化段階は組織の統制外にある。たとえば，幼児期に高い達成欲求がある人に形成されて
いるならば，それは成人しても引続き存在し，それに対応する環境刺激によって活性化される。
しかるにもしこの欲求が幼児期に形成されていない人にはそれに対応する組織の刺激ないし報酬1
はいかなる効果ももたない。つまり個人がいかなる報酬を欲求充足的ないし魅力的と知覚するか・
には組織は影響を及ぼすことができないのであって，組織としては何よりも参加者がいかなる欲
㊧O　一般にこのローラーの期待モデルは，
　　　　　M＝（A－R）×Σ（R－G）×（v）
　という式であらわされる〔キーザー／クビチェク，前掲訳書ll，田島壮幸監訳，19頁。〕
　　この場合，五一R期待，R－G期待とも0→1の値をとるのに対して，誘意性は＋1→－1の値をとる。．
　G．Schanz，　Verhalten，　SS．91－92．
働　GSchanz，　Verhalten，　S．91．シャンツによればこの期待理論はレヴィンとトールマンの理論にもと
　ついていると指摘されている（G．Schanz，　Grundlagen，　S．214）が，アトキンソンの「達成動機づけ理
　論」との関係は何も指摘されていない。アトキンソン自身自己の理論を「期待一価値（Expectancy－
　Value）理論」と呼んでいるが認知的次元と動機づけ次元とから理論が構成されている点ではきわめて
　近いと考えられる。け’れども松井費夫氏によれば，両者は「一見類似しているが，誘意性（または誘因」
　価）についての考え方がまったく違っており，期待理論では内的・外的両様の報酬が作用する状況下で
　のモティベーションが扱えるのに対して，「達成動機理論」は，内的報酬が作用する状況下でしかモデ
　ィベーションが扱えない」という。松井費夫稿「モティベーションの期待理論」二村敏子編前掲書，
　98頁。しかし，まず後者の点で私見によれぽアトキンソンの達成動機づけ理論の基礎となった実験は，
　女子学生に一定の課題克服に際して賞金を与えるという実験であった（G．Schanz，　Grundlagen，　S．129＞
　こと，さらに前者の誘意性についても，シャンツは，ローラーの期待モデルに依拠しながらもPA．R＝、
　0．5で最大のR－G期待を予測している（G．　Schanz，　Grundlagen，　S．219および（注）36）も合わせ参照」
　せよ）点を考えると期待理論とアトキソソンの理論とがそれほど異なるものではないように思われる。
⑳　この点は前節で検討された達成動機研究の成果である。
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求をも。ているか樋切に把握し，それに対応した轍・誘因輔意する必要があ幾
　これに対して，組織参加者の期待の形成には組織はずっと大きな影響力を行使しうる。
　A－R期待の決定因子としては，事実的（tatsachlich）状況（もちろん主観的に知覚される），他者
とのコミュニケーショソ，学習，パーソナリティ要因（自己イメージ・自己評価）があげられてい
る。このうち，状況変更は個々の組織の統制範囲（im　K・ntrollbereich）にあるがゆえに事実的状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　況がもっとも重視される。そこで事実的状況の最適形成，なかでも職務特性に主たる関心が向け
　　駒られる。
　さらにR－G期待の決定因子としては，事実的状況，他者とのコミュニケーション，過去の経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱験，五一R期待（PA－R＝O．5の値→最大のR－G期待），パーソナリティ要因があげられる。　R－G期
待で問題となる事実的状況はノトR期待に影響を及ぼす事実的状況と異なる。つまり，A－R期
待では，たとえば課業の性格上個人的努力の増大が成果にほとんど影響を及ぼさないといった状
況（たとえば，ベルト・コンベア労働）カミA－R期待の形成にも一定の役割をはたすことが考えら
れているのに対して，R－G期待では，たとえば賃金がいかに個人の給付と結びついているかと
いう状況が問題となる。その際，R－0期待においてもいかにして組織が参加者の行動に影響を
及ぼしうるかという組織的影響可能性という視点から，決定因子のうちで事実的状況がもっとも
重視されるとともに，とりわけ給与・昇進制度（Gehalts・und　Bef6rderungssystem）職務特性，リー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤のダーシップ・スタイルがR－G期待の形成に影響を及ぼすものと考えられている。
　このように，労働（給付）動機づけの期待モデルではとくに組織的影響可能性の観点から組織
の統制範囲内にある状況変更を通して個人の期待形成（A－R，R－G期待）に影響を及ぼし，この
期待形成を介して組織が一定程度参加者の動機づけ（給付意欲）を操作しうることが明らかにさ
れている。その際，主著において検討されるのは賃金，職務特性，リーダーシップ・スタイルの
問題であり，本稿でもそれに従って考察を進めていくこととする。
　しかし，ここで何故シャンツはローラーの期待モデルを持ち込んだのかが問われねぽならない。
シャンツは，ローラー・モデルをとりわけトールマンの一般的行動理論の特殊ケースさらに経路
㈱　GSchanz，　Grundlagen，　S．217．詳しくはVerhalten，　SS。92－96．
㈲　G．Schanz，　Grundlagen，　SS．218－219．ならびに，　Verhalten，　SS．96－99．
㈹GSchanz，　Grundlagen，　SS．219－220．ここでは5つの要因があげられているが，”Verhalten“では
　さらに「報酬の種類」が追加され，「大抵の個人はマイナスと評価する（処罰的）報酬よりもどちらか
　といえぽプラスと評価する（報賞的）報酬の方を予期している。……さらに人間はひじょうにプラスの
　報酬ないしひじょうにマイナスの報酬の可能性を過少評価する傾向がある」と説明している（G．Schanz，
　Verhalten，　S．101）。さらにPA→R＝0．5，つまり9・4－R期待ないし「成功確率」50％のとき最大のR－
　C期待が予測される点については，達成動機づけ理論の成果から導き出されたものである（G．Schanz，
　Verhalten，　S．101）が，この点たとえぽ，ベルト・コンベア労働の場合にはA－R期待はきわめて高い
　にもかかわらず動機づけはとりたてて高いわけでないのであって，そこからシャンッは「低い五一R期
　待および高いA－R期待は……いかなる労働刺激も表さない」と考えている。G．　Schanz，　Grundlagen，
　S．234．
⑳　GSchanz，　Grundlagen，　S．220．”Verhalten“でVtこの他に集団関係と経済組織内での個人の発展可
　能性の2つが追加されている。Verhalten，　S、101．
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一目標アブPt　一一チの精緻化とみなしているのであって，特殊な人間行動である労働，したがって
給付関連行動の説明に有効な分析関連枠としてとらえているために前節の人間行動の一般的仮説
を展開する際にではなく，この特殊状況コンテクストの下での給付関連行動の分析のなかで展開
しているものとみなすことができる。しかし，ここで見逃されえない点は，この給付関連行動の
分析では本来行動理論的プログラムが強調してきた人間行動の演繹的・法則的説明という視点は
背景に押しやられ，人間行動に与える組織的影響可能性という技術論的視点が前面にあらわれて
いる点であって，こうして行動理論的プログラムはその経営経済学的具体化のなかで構造的規制
を介して参加者の行動に影響を行使するという組織影響力の理論ないし動機づけ理論としての性
格を一層際立たせるところとなるのである。
　3）　賃金と動機づけ
　シャンツの考察の出発点は，動機づけの期待理論の1つ経路一目標アプローチである。すでに
述べたように，ここでは個人の給付意欲はどの程度当該老がある特定の活動のなかに個人目標を
達成する手段ないし経路を認めるかに依存すると考えられる。たとえぽ，高い労働給付が個人に
とってプラスと評価される報酬の獲得に有用な経路とみなされれぽ，当該個人はできるだけ高い
給付をもたらそうとすることが予測される。したがって，経路一目標アプローチによれば，もし
労働者が高い労働生産性のなかに個人目標の実現を約束させる1つの経路を認める場合には当該
労働者はできるだけ多くのものを生産しようと努めるのに対して，逆に低い生産性のなかに個人
的目標を達成する1つの経路を見出すならぽ彼はできるだけ少なく生産しようと努めることが予
想される。
　しかし，シャンッによれぽ経路一目標アプローチにもとついて行われた経験的研究は，調査対
象のうち38％の労働者しか労働給付と賃金増大との関係を知覚しておらず，またほぼ同数の労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　89者は低い労働給付が長期的により高い所得に導くと信じていることを明らかにした。
　賃金と労働給付とのあいだのプラスの関係について労働老がしぽしぼ知覚していないという事
態は，シャソツによれば効果的な賃金体系を展開するにあたって状況的諸要因が顧慮されねばな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　ロ　　　　の　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　らないことを示している。たとえば，大規模集団における集団出来高給制という状況要因が労働
者の期待（とくにR－G期待）の形成に，したがって給付意欲に影響をおよぼすことが予想される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　軽ゆからである。したがって「賃金体系は特殊な与件（Gegebenheiten）に適合させられねぽならない。」
　この点に関して，ローラーは状況要因（組織風土〔Organisationsklima〕，技術そして組織構造）とそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹れに対応した効果的な刺激制度（Anreizsystem）とのあいだの関係を樹立しようと試みている。ま
劔　G．Schanz，　Grundlagen，　S、1gg．
B9）Ibid．詳しくはG，　Schanz，　Verhalten，　S．200．
㈲　G．Schanz，　Grundlagen，　S．200．シャンツは，「集団関連的刺激制度」が有効な状況与件について集
　団が小規模で安定的であること，個々のメンバーが類似の仕事に従事しとくに大きな給付差異を示さな
　いこと等の条件をあげている。この点についてはVerhalten，　S．205参照。
㈲　GSchanz，　Grundlagen，　SS。200－201．この点詳しくは，　Verhalten，　SS，211－213を参照せよ。
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ず組織風土については，専制型（aut・kratisch）管理組織と民主型（dem・kratisch）管理組織とに分
けられる。その際動機づけに賃金を利用しうる可能性は後者の方が大きい。前老の場合動機づけ
4こ賃金を利用しうるのは，賃金が生産量，利潤，売上という「硬い」（hart）基準に直接結びつけ
られうる場合のみであって，それ以外の一義的給付評価が困難な状況において「信頼（Vertrauen）
と参加（Partizipati・n）」が必要とされる。第2の組織の生産技術と賃金体系との関係について，
たとえば大量生産技術と単品生産技術とでは異なる刺激体系が必要とされる。第3の組織構造で
は組織規模と集権化の程度が問題とされる。その際，組織規模に関しては小規模組織の方が大規
模組織よりもさまざまな刺激体系を設計する可能性が開かれている。たとえぽ，ここでは組織全
体の給付にもとついた刺激体系を設計することもできる。さらに財務的刺激を個人の給付と直接
に結びつけうるという点でも小規模組織の方が有利である。さらに刺激体系を個別化しうるとい
う点では集権的組織よりも分権的組織の方が長所をもっている。
　さらにまたシャソツは，賃金と労働給付の関係についてアダムス（J．S．　Adams）が開発してき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆた公平理論（Gleichheitsthe・rie〔equity　theory〕）の観点からも検討している。
　アダムスによれぽ「不公平」とは「ある個人が自分の収益一投入関係（Ertrags－Einsatz－Verhnlt・
nis）が他の個人のそれと異なっていると知覚している時に存在する」。ここで2つの状況が区別
される。つまり，個人と他の個人とが直接に交換関係にある場合と，両者（個人と他の個人）が第
三者（ここでの問題からすれぽ，経済組織）と交換関係にある場合とがこれである。その際，この交
換関係の主観的評価は3つの可能性を有している。つまり，①交換関係が均衡している，②交
換関係を不利だと知覚する，③交換関係を有利と知覚するという3つの可能性がこれである。
その際，第2・第3の交換関係の知覚が問題となる。第2の交換関係を不利と知覚する場合，ホ
マンズのい5．「平衡的正当性の法則」（他の個人と交換関係にある個人はいずれの個人の報賞もその犠
牲（Kosten）に比例していることを期待する）に違反することになるのであって，ここで「フラスト
レーショソー攻撃仮説」が述べているように攻撃的反応が予想される。第3の交換関係を有利だ
と知覚する場合，個人はこれを不当と感じ，その結果罪悪感（SchulClgeftihl）が生じる。その際∫
ホマンズもアダムスも罪悪感に対する閾（Schwel｝e）は怒りに対する閾よりも高いと仮定してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωるのであって，相対的に自己に不利な状況は有利な状況よりも早く感じ取られるという。
　こうした第2・第3の交換関係において生ずる「不公平」の存在は個人内に緊張状態を生み出
すのであって，個人はこれを削減しようとする。その際，個人はこの緊張状態を削減しようとし
て自己の収益を増大させたり（ここでの問題との関連でいえぽ，より多くの賃金を要求したり）減少さ
せたり（たとえぽ，この賃金の一部を慈善行為に寄付したり）しうるし，さらに投入量を多くしたり
（つまり，より多くの労働，より良い品質の製品）減少させたり（つまり，より少ない労働，品質の悪い製
ゆ　シャソツによれば，この「公平理論」はとくにホマンズの「社会的交換理論」とフェスティンガーの
　「認知的不協和の理論」にもとついて開発されたものという。G．　Schanz，　Grundlagen，　S．202．この「公
　平理論」にもとつく賃金と給付との関係は，GSchanz，　Verhalten，　SS，214－216をも参照せよ。
Q3）G．　Schanz，　Grundlagen，　S．202．
甦4）　Ibid．，　S．203，
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品），しうるし，また準拠個人・集団を変えることもできる。
　シャンツによれば，ここでの収益を賃金，投入を労働給付と解するならぽ公平理論を賃金と給
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹付との関係に適用しうるし，また実際にこれを行ってきた一連の研究が存在する。この成果は表一
4に要約的に示されうるものと思われる。とくにセルa）についてシャンツはつぎのように述べ
ている。「さしあたり過剰支払はより高い給付をもたらし，こうして罪悪感を削減しようとする
と仮定されうる。超過投入はより多くの生産量もしくはより良い品質にあらわれる。前者は出来
高ベースの支払のため不公平の拡大に導くであろう。それゆえ均衡関係に達するために超過投入
　　　　　　　　　　　　㈹はより良い品質にあらわれる」と，この4つの仮説は概ね験証され（bestatigt）たものとみなさ
　　　⑳れている。
　　　　　　　　　　　　　表一4不公平一賃金支払マトリックス※－2
??? ????
????
賃金支払ベース
出　来　高　給 時　　間　　給
a）
より良い品質と
　　より少ない生産量
c）
より多い生産量
　　より悪い品質
??
　　　　　　　　※一！より良い品質
　もしくはより多い生産量
??
　　　　　　　　※－1より少ない生産量か，
　　もしくはより悪い品質
　　　　　　　　※－1シャンツにおいてこれらは，給付（Leistung）の上昇（b）もしくは投入
　　　　　　　　　　　（Einsatz）の減少（d）という表現が使われている。しかし，論理的にこ
　　　　　　　　　　　のことは品質と生産量を合わせ含むと判断し表のように表現したもの
　　　　　　　　　　　である。
　　　　　　　　※－2　このマトリックスは，シャンツの文章を図表化したものである。
　　　　　　　　　　　（Grundlagen，　SS．204－205参照）
　こうしてシャンツは「公平理論はたとえぽ賃金・昇進制度を形成する際に……若干の予言を可
能とする。しかし公平理論はさらに精緻化・再吟味される必要がある」と指摘するとともに，
「なるほど貨幣は産業における行動を報賞し，修正する本質的メカニズムであることについて広
範な一致が存在するが，同時にこれがどのように作用するのかについては（あまりに）僅かしか
知られていない。更なる研究が結びつかねぽならない主要問題とは，貨幣がいかなる役割をはた
　　　　　　　　　　　　．　．　．　．　．　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱
しているかという問いを動機づけ理論的領域で考察することである」と結論づけるのである。
　以上のように，シャンツは賃金が給付関連行動，したがってまた労働給付にいかに作用するの
かをとくに期待理論（ないし経路一目標アプローチ）と公平理論の観点から説明しようと試みたも
のと解することができる。しかしながら，ここで我々は2つの理論から一部全く矛盾する言明を
㈲　シャンツはとくにアダムスとローゼンパウム（W．B　Rosenbaum）の実験（1962年）が「もっとも有
　名」なものとしてあげている。G．　Schanz，　Verhalten，　S．214．
㈹　G．Schanz，　Grundlagen，　S．204．
甦？）　Ibid．，　SS、204－205．
（48　1bid．，　S．205．
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受け，この矛盾は心理学とくに動機づけ論においてこれまでのところ何ら解消できない理論水
準・状態にあることが留意されねぽならない。そのことは，たとえぽ，公平理論は表一4のセルb）
で「もし組織参加老が時間給の下で過剰支払を不公正と知覚するならば，参加者は自己の罪悪感
を減らすために自らの給付を増大させる」という仮説を定式化し，これが「験証された」ものと
みなして、畿しかし，鮪理論では給付と報酬とが結びついていな・・がゆえに，・・かなる給付
の上昇も予言しない。またセルd）の仮説もワィク（K．E．　Weick）の「代償理論」（compensation・
theory）からすれば全く異なる言明が導出される。
　シャンツが賃金が給付に与える作用に関して動機づけ理論の分野でさらに研究を押し進める必
要があることを強調せざるをえないのもこうした理論水準のためであった。ここでは社会科学の
統合グラムにおいてあれほど強調されていた演繹的・法則的説明は大幅に後退し，さらに同じ動
機づけ（認知）理論から一部矛盾した言明が行われるということのなかに端的に行動理論的経営
経済学の限界が示されているように思われる。
　4）　職務特性と動機づけ
　シャソツによれば，分業の進展とくに労働の単純化が工業生産と生産の飛躍的増進に導いてき
たことは確かであるにせよ，今日ではこうした分業の進展が意図されざる望ましからざる副作用
を生み出してきたのであって，このような事態を改善しようとする動きが「職務充実」（Aufga・
　　　　　　　　　　benanreicherung）である。
　しかるにこの職務充実について，一方でこれに労働者が積極的反応を示し，労働生産性を高め
品質を改善し，転職率と無断欠勤を減少させるのに対して，他方で一部の労働者はこれに何ら反
応を示さず，したがって挙げられた効果をもたらさない場合もあることが知られている。その際，
シャンツによれば何故職務充実が労働生産性を改善するのかという理論的考察が何よりも重要で
ある。それはなかんずく動機づけ理論からの接近を意味している。
　すでにローラーに依拠して展開された給付関連行動の期待モデルにおいて職務特性は個人の
（A－R，R－G）期待の形成に影響を及ぼすがゆえに，その職務特性の変更を通して組織参加者の
動機づけ（給付意欲）に影響しうることが示唆されていた。
　まず職務特性は個人の欲求充足様式ないし目標達成様式に影響を及ぼす。たとえぽ，完全に孤
立した仕事は，社会的欲求を強く活性化させている人にとっては満足しえないものと知覚される
俗㊥　Ibid．，　S．204．
6①　こうした矛盾した仮説についてはシャンッ自身グッドマン（P．S．　Goodman）とフリードマン（A．
　Friedman）に依拠しながら脚注で触れているにもかかわらず，何らコメントすることはない。但しグッ
　ドマン＝＝フリードマンによれば，「公平理論の予言は過少支払があまりに大きくない場合に験証される
　のに対して，（ワイクの理論は一引用者）公平命題が明らかに損なわれる場合に適切な予測を可能とす
　る」と解している。G．　Schanz，　Grundlagen，　S．205脚注を参照。
6111bid．，　S．231．この点で詳しくはVerhalten，　SS・111－116を参照せよ。そこではジョッブ’ローテー
　ション，職務拡大，職務充実の3つの形態が区分され検討されている。
62）G．Schanz，　Grundlagen，　S．232．およびVerhalten，　SS．121－122．
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のに対して，労働を貨幣獲得の手段とみなしている人にとっては全く満足しうる。こうして，あ
る職務が個人のR－G期待に適応している限りで労働動機づけの上昇に導くのである。さて，同
時に職務特性はA－R期待にも影響を及ぼす。しかしここでは，A－R期待が高いもしくは低い
という極値を示す場合にはいかなる労働刺激もあらわさない。つまり，たとえぽ流れ作業e：　A一
　　　　　　　ナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R期待がひじょうに高いと考えられるにもかかわらず，労働モラール・給付意欲は相対的に局い
わけでない。A－R期待は同時にR－G期待にも影響を及ぼすのである。こうして，シャンツは
動機づけの期待理論，とくにローラーの期待モデルに依拠して，職務充実に対する参加者の反応
の差異を，最終的に参加者の選好構造ないし誘意性構造によって主観的に評価されるR－G期待
の差に求めたのである。
　さて，シャソツによれぽ給付意欲（動機づけ）と職務特性との関連を考察するうえで重要な理
論的関連枠をハックマソ（J．R．　Hackmann）とローラーが開発してきた。これは以下の5つの言明
に要約されうる。つまり，
　言明1　ある行動（Verhalten）が個人にとってプラスと評価される（内発的・外発的）報酬をも
　　たらすと信ずるならぽその行動が生ずる確率は高い。
　言明2　潜在的報酬はどの程度それが個人の生理学的欲求ないし心理学的欲求を充足させうる
　　かにもとついて評価される。
　言明3　組織参加者が組織目標のた塀こ労働する場合とは，参加者の欲求をできるかぎり充足
　　させるように労働条件を形成することに成功する場合である。
　言明4　現代工業化社会では例外を除けぽ，階層上「下位の」（unten）の欲求からは動機づけ的
　　刺激は生じない。しかし，全ての組織参加者が「高次元」欲求を充足させる機会に反応する
　　わけでなく，この欲求を基礎とする職務充実は無差別に適用されえない。
　言明5　高次元欲求を活性化させている個人は自分にとって価値ある，意味ある職務を遂行す
　　る時に，この欲求を充足させうる。
　さらに，ハックマンらは表一5に示されるモデルを使って職務特性，心理学的状態そしてその結
　　　　　　　　　　　　表一5　ハックマン：ローラーの職務充実モデル
　　　　　　匝繍国一一心欝的状劃一一諸帰結（臥及び騰コ
多　　様
一　　体
職務重要度
自　　律
フィードバック→
zトー職濾鱒
性　一→職務に対する責任の体験
　　一→活動成果をめぐる知識
　　　i臥的厳欲求の強ヨ
　高い労働動機づけ
?
　高い労働の質
Fxru，”：難…
　　　↑
出所：G．Schanz，　Grundlagen　der　verhaltenstheoretischen　Betriebswirtschafts・
　　lehre，　S．237．
㈱　G．Schanz，　Grund互agen，　S．234．
G4）　Ibid．，　SS．235－236．
㈹　このモデルのなかであげられている職務特性の各次元の詳しい内容については，G．　Schanz，　Verhalten，
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果のあいだの関係を示している，ここでは個人の「成長欲求」（Wachstumsbedttrfniss）というモデ
レータ変数がモデルの妥当性領域を制限している。つまり，このことは職務充実が全ての個人の
給付意欲に対して等しい有効性をもって作用するわけではないことを示している。
　こうしてシャンツの結論は，「必ずしも全ての人間が労働それ自体のなかに高次元欲求の充足
を求めているわけではない。一部は何よりも他の願望を充足することのできる手段とみなしてい
る。この場合には，財務的刺激がもっとも強力な動機づけ的作用の出発点となる。ここでは要す
　　　　　　　　　　　　　　　るに科学的管理の原則が機能する。」
　こうして，シャソツは職務特性の変更（職務充実）が給付関連行動，とりわけ労働動機づけに
いかに影響を及ぼすかをとくに動機づけの期待理論にもとついて説明しようと試みたものと解す
ることができるであろう。ここでは，職務特性が個人のA－R期待ないしR－G期待に影響を及
ぼし，とりわけ（高次元欲求を活性化させている）参加者の誘意性構造によって主観的に評価され
るR－G期待の変更を通して参加者の給付意欲・動機づけを高め，その結果高生産性・高品質・
高い労働満足に導くことが示されている。ここでは充実された職務と高い生産性とが心理学的要
因，動機づけ（給付意欲）を介して説明されているように思われる。しかし，私見によれば現実
の職務充実の事例においては，たとえぽ職務再設計が労働老の多能工化を通して省力化を可能に
したり技術工程の改善をもたらし，そのことが生産性・品質を改善させうることもあることが見
逃されえない。つまり，心理学的要因以外の社会学的・技術的要因も職務充実を介してあらわれ
る効果に影響を及ぼすことが予想される。けれども，シャンツらの心理学的アプローチではもっ
ぱら職務充実とその結果は心理学的（動機づけ）要因に帰せられ，その際職務充実モデルの妥当
性の判定は参加者の高次元欲求の活性化のみに求められる（表一5参照），つまり，ここでは職務充
実が所期の成果をあげた場合には参加者が高次元欲求を活性化させているのであり，所期の成果
をもたらさなかった場合には参加者は高次元欲求を活性化させていなかったと「説明」する。こ
こでは，とりわけ社会学的・技術的問題が視野の外に置かれてしまう。こうした問題を合わせ顧
慮することなしに，もっぱら動機づけの観点からのみ職務特性（職務充実）の給付関連行動（組織
のなかの人間行動）に及ぼす影響をとらえようとするシャソツらのアプローチは明らかにその説明
能力tlC－一一定の限界をもっているようセこ思われる。
5）　リーダーシップと動機づけ
　リーダーシップ（Ftthrung）とは「1人の個人がある共通の職務の実施に際して他の人々を指
令し，調整し，監視する人的関係」であり，一方でリーダー（FUhrer）とフォロアー（Gefuhrte）
とのあいだの関係ないし二人以上の諸個人の相互に影響を行使し合う関係にかかわり，「社会的
　SS．126－128に論述されている。
㈹　G．Schanz，　Grundlagen，　SS．237－238．
6T　このような観点から筆者は以前この「職務再設計」問題を検討したことがある。とくに拙稿「社会・
　技術システム論」村田稔編著r経営社会学』日本評論社，1985年，第4章所収を参照。
6＄G、Schanz，　Grundlagen，　S．250およびS．239．
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行動4の一形態と解せられる。しかし他方で，社会的交換理論の見地よりするならぽ，リーダー
の行動はフォPアーにとって社会的交換過程に対する基礎を形成する「報酬」とみなされうる。
このように解するならぽ，リーダーシップはこのリーダーの行動様式という「報酬」を介してフ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働オPアーの給付関連行動に影響を及ぼすという動機づけ理論的問題となる。この問題について，
我々はローラーの「期待モデル」のなかでリーダーシップが参加者のR－G期待の形成を介して
給付意欲（動機づけ）に影響を及ぼしうることをすでに確i認している。
　こうした観点からすれぽ，リーダーシップに伴う組織的影響力行使はフォPアーの行動様式に
あらわれるのであって，そのためにはフォロアーがリーダーの行動様式を自分にとって「報酬
蘭」と知覚し，これを「受容」せねばならない。ここではフォロアーがリーダーシップ考察の中
　　　　　　　　611心におかれている。シャソツによれば，従来のリーダーシップ研究，とりわけフィードラー（E
E．Fiedler）のコンティンジェンシー・モデルではもっぱらリーダーとリーダーの欲求構造の視点
から論じられていたのであって，フォロアー自身は「リーダーシップ状況の一部としてしか浮上
　　　　　鯛していない」。
　しかし，シャンツによれぽ最近一般動機づけr認知）理論をリーダーシップ問題に適用しよう
とする試みがあらわれている。これはリーダーシップの経路一目標アプローチ（Weg－Zie1－An・
：satz　der　Ftihrung）と呼ぽれる。シャンツはリッカート（R．　Likert）やフィードラーのリーダーシ
　　　　　　　　　　⑫ップ研究を詳しく紹介しながらも最終的に彼が支持するのもこのリーダーシップの経路一目標ア
プローチである。
　このアブP一チの基本的思考とは，リーダーシップを相互作用・集団現象として理解しながら，
リーダーシップ・スタイルないしリーダーの行動様式は，フォロアーによって自己の個人的目標
の達成を可能にさせたり，その達成を困難にさせたりする経路ないし手段と知覚されるというこ
とにある。ここではリーダーシップの問題は，いかにして組織参加者の給付意欲が喚起されうる
かという視点の下で考察される。
　したがって，リーダーがフォPアーの給付関連行動に影響力を行使し，参加者の給付意欲（動
機づけ）を喚起しうる条件とは，フォロアーがリーダーの行動様式を欲求充足の直接的源泉と知
覚するか，あるいはその行動様式にその他の欲求の（事後的）充足という点で手段的価値を認め
る揚合である，つまりこうした場合には，「フォロアーはそれに対応する動機づけ的性向（Dis－
p・sit且・n）が存在するかぎりにおいてリーダーの行動のなかに彼らをして個人的目標を達成させる
tS9）Ibid．，　S．268．およびVerhalten，　S．186．
㈹　この意味でしばしば「リーダーシップ研究の『コペルニクス的転回』と呼ばれている」という。G．
　Schanz，　Verhalten，　S．186．
（611　1bid．，　S．185．
（62　1bid．，　SS．170－183．　Grundlagen，　SS，250－267．
｛6㊥　G．Schanz，　Grundlagen，　S．268．
網　シャンツによれば，たとえば高い給付をもたらした部下を誉めたたえる上司は直接部下の自尊欲求を
　充足させるのに対して，上司の行動様式が後の物質的利益を獲得させるものと部下が知覚する場合は上
　司の行動様式には部下にとって手段的価値が帰属する。Ibid．，　S．269，
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か，少なくともこうした目標に一層近づける経路を認めることができる」のであって，それによ
　　　　　　　　　　　　　　　㈱って参加者の給付意欲は高められる。
　こうした理論構想に依拠しながら，いかなる状況においていかなるリーダーシップ・スタイル
が優先されるかが評価される。その際，リーダー行動は「構造設定」（lnitiating　Structure）と「配
慮」（Consideration）という二次元から構成されるものとみなされる。シャンツによれぽ，「構造
設定」とは上司が集団活動の組織化に重点をおく行動次元をあらわすものであるのに対して，
「配慮」とは暖かい，友好的といった言葉で記述されうる雰囲気を生み出すよう努力している行
動次元をあらわしている。シャンツは前者については　表一6リーダーシップ・スタイルのロー
「職務志向」（Aufgabenorientierung），後老は「協働者志　　　　ラーモデル
向」（Mitarbeiterorientierung）に対応するものと考えて
いる。このリーダーの行動様式の2つの次元から表一6
にみられる4つのセルからなるリーダーシップ。スタ
イルがローラーに依拠して明らかとされる。
　しかし，問題はこのような各々のリーダーシップ・
スタイルが給付関連行動にいかなる作用を及ぼすかと
いう点である。シャンツによれぽ，協働者志向（セル・
b）だけでも職務志向（セル・c）だけでも労働動機づけ
を高めるには十分ではない。前者において，
リーダーの
行動次元
??????
低
職　務　志　向
? 1 低
a）
民主型ないし
　　参加型
c）
専制型
b）
人間関係型
??
自由放任型
出所：G．Schanz，　Grundlagen　der　rerhaltens－
　　theoretischen　Betriebswirtschaftslehre，
　　S．270．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リーダーは単に部下に親切であることによってフォ
ロアーのR－G期待を変えることはできない。ここで給付上昇的効果が予期されるのは，たとえ
ば自尊欲求を活性化させているフォロアーが実際に高い給付を実現した場合にリーダーによる賞
賛と支持を受けとる場合のみである。さらに職務志向においてもこうしたリーダー行動が高い給
付に対して，たとえぽ付加的賃金といった外発的報賞を与えうる場合にのみR－G期待の変更，
したがって動機づけ的効果が予想されうる。ここでは，いずれの場合にも個人的目標の達成（欲
求充足）に導く経路は労働給付であることが強調される。こうしてしばしば，民主型・参加型リ
ーダーシップ・スタイルが給付上昇の有効な手段と思われている。「その理由は，多くの人間は
物質的・非物質的報賞を高く評価していることに認められうる。r構造設定』は財務的報酬を獲
得するという人間努力において彼らを支持する。r配慮』は職場での社会的欲求を充足させる。」
つまり，リーダーの行動様式が職務志向次元でも協働者志向次元でも高い場合にフォロアーの給
（6S　Ibid．
（601bid．，　ss．269－270．このリーダー行動の2次元はオハイオ州立大学の研究者集団が用いた概念である
　が，その後この2つの次元では「狭すぎる」として「指令的，指示的，給付志向的そして参加的」リー
　ダーシップとに区別されている。G．　Schanz，　Verhalten，　S．189．なおこのオ・・イオ州立大学の研究に
　ついては，野中・加護野・小松・奥村・坂下共著，前掲書，227頁以下も参照。
｛60G．　Schanz，　Grundlagen，　S．269．およびVerhalten，　S・167．
㈹　その際，セルd）の「自由放任型」は経済組織ではいかなる意味ももたないとして論議の対象からは
　ずされている。Ibid．
〈69）G．Schanz，　Grundlagen，　S．27L
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付意欲が高まることが予期される。しかし，このことはすべてのフォロアーに妥当するわけでは
なく，したがってこのリーダーシップ・スタイルが万能的処方箋（Patentrezept）を意味するわけ
ではない。シャンツによれぽ，このリーダーシップ・スタイルしたがってまたこれがもたらす
「権力平準化」（Machtausgleich）（参加）が動機づけ効果をもたらしうる人間（フォロアー）とは，
a）自立性，自尊といった高次元欲求をもつ人，b）参加の可能性をプラスに評価する集団に所属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲する人，c）集団が提供する社会的報賞を評価する人に限定される。
　こうして，シャソツはリーダーシップ・スタイルの問題をとくにリーダーシップの経路一目標
アブPt・一チの観点から動機づけ理論の問題として検討し，その結果個人が抱く目標・経路はひじ
ょうに異なるがゆえにある特定のリーダーシップ・スタイルを唯一正しいものとみなすことを排
すると同時に，その際とくに参加者の選好価値ないし誘意性構造から出発してこれに対応したリ
ーダーの行動様式（リーダーシップ）を考察する必要性を指摘したものと解することができる。し
かし，このリーダーシップの経路一目標アブP－一チはいまだ一貫性のある検証結果が示されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳るわけでもないし，また十分精緻化されて展開されているわけでもない。この点で，シャンツも
リーダーシップ現象を取り扱うにあたって経路一目標アプローチの必要姓を指摘しながら，「経
済組織のなかでもリーダーシップがどのようにして実践さるべきかという考察は経営経済学にと
って永続的課題（Daueraufgabe）とみなされうるし，そのかぎりで不断の挑戦をなす」と強調せ
　　　　　　　　　　　㈱ざるをえなかったのである。
　我々はここでもやはりこの（リーダーシップが給付関連行動に与える作用・影響）問題に関して，行
動理論的プログラムは満足しうるような一義的な演繹的・法則的説明をしていないと結論づけね
ばならない。とりわけ，心理学ないし行動科学はこうした問題に一義的な回答を与えてくれるほ
ど成熟した理論水準に達しているかどうか筆者は疑問に思っている。たとえば，このリーダーシ
ップ現象についても我々は矛盾した言明をもつ。つまり，シャンツによれぽ経路一目標アプロー
チよりすれぽ「高度に構造化された職務（ルーチン性格を有する職務）が問題となる場合，専制的
な厳密な指令とコソトロールに配慮したリーダーシップはおそらく阻害的に（hinderlich）に作用
する。それは当該個人によって余分なものと知覚される。……これに反して，構造化されていな
い（曖昧な）職務の場合，そのようなリーダーシップ・スタイルは仕事をしやすくするであろう」
と。しかし，私見によれぼかかる言明はこれまでに行われてきた一連のコンティンジェンシー理
論の成果と真向から対立するものセあるように思われる。事実シャンツが検討を加えているフィ
㈹Ibid・・272・およびVerbalten，　SS・192－193．
（7V野中・加護野・小松・奥村・坂下共著，前掲書，251頁。およびG．　Schanz，　Verhalten，　S．187ff．と
　くに後者では枠組み構想（Rahmenkonzept）として論述されている。私見によれぽ，こうしたひじょう
　に多様な研究成果をもたらしているリーダーシップ研究を体系的に整理し，一つの説明モデルのなかに
　統合しうるアプローチは存在していない。批判的合理主義のいう「統合的作用」をもつリーダーシップ
　の一般理論は存在しない。
㈱　G．Schanz，　S．272．
（7㊥　Ibid．，　S．269．
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一ドラーのモデルでは，シャンツ自身の言葉を借りれぽ「明確に定義された職務が問題であり集
団がリーダーを支持しているならば，リーダーは明確な指令を与えていることが予想される。そ
うでなければ彼は集団の評価を失い……影響力可能性も失うであろう……協働者志向スタイルは
あまり構造化されていない職務が問題であり，リーダーが集団において人気がある場合に適切で
あ署」と．ここにもすでにシ。ソ・の行動蹴的プ・グラ・の翻能力の限界擁認しうる．行
動理論的プPグラムの説明能力は，偏に動機づけ（認知）理論広くは心理学の理論水準（状態）を
一歩も超えることができないばかりか，その限界をそのまま反映せざるをえないように思われる
のである。
V．’行動理論的経営経済学の性格と諸問題
　これまでの検討を通して明らかなように，シャンツは批判的合理主義に依拠して科学的説明を
演繹的・法則的説明に求めまた方法論的個人主義に立って，経営経済学は何よりもまず人間行動
についての法則ないし一般的仮説から出発せねばならないと主張した。つまり経営経済的事象
（組織・市場参加者の人間行動）はこの法則ないし一般的仮説と周辺・初期条件として機能する特殊
状況コソテクスト（組織と市場）とから導出されると考えたのである。したがって，行動理論的
経営経済学を具体的に構想しかつ展開するためUこは法則ないし一般的仮説の存在は必要不可欠な
ものであった。そこで彼はそれを「報酬の理念」に導かれて（行動）心理学に求めようとした。
しかし，そこでも理論多元主義が際立っており，人間行動の動機・認知，学習理論的次元を同時
に顧慮しうるような一般的理論を見出すことはできなかったのであって，そこでともかく一般性
の高いと思われる心理学的仮説を自ら選定して人間行動の一般的心理学的仮説体系（集合）を構
築しようとした。それは人間行動の契機を動機，期待，認知的不協和そして行動報酬の交換に求
めるとともに，具体的な一般的仮説をそれぞれ欲求階層説，達成動機（づけ）研究，認知的不協
和の理論そして社会的交換理論に求めたのである（図一3参照）。これらの理論こそが演繹的・法
則的説明シェーマにおいて利用される法則（一般的仮説）として理解されたのである。かかる理解
を可能ならしめたものこそ，彼独自の法則要件の設定にあった。つまり，彼は法則たるWenn－
Dann言明に「因果的原理」を要求せずに一般性をもった「条件性」のみを要求したのである。
こうして，比較的緩い法則基準を設定することによってのみ演繹的・法則的説明シェーマを保持
しながらも行動理論的経営経済学を展開しえたのであった。
　しかるに行動理論的経営経済学の具体的展開に際しては必ずしもこうした一般的仮説と特殊状
況コソテクスト（組織と市場）たる周辺・初期条件とからの論理的演繹という「説明」関心は後退
し，もっぱら動機づけの期待理論，ローラーの労働動機づけの期待モデル，経路一目標アプロー
チ，公平理論に依拠しながらいかにして組織は参加者の給付関連行動に影響を及ぼしうるかとい
う組織影響力の理論として展開されるところとなった。なかでもローラーの労働動機づけの期待
モデルは突出した位置を占め，行動理論的経営経済学の展開（指導原理の「適用」）における基礎
（74）　Ibid．，　S．265．
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的視座ないし基礎的準拠枠となっていたことはすでに前節において確認してきたところである。
　以上のように解するならぽ，シャソツの行動理論的経営経済学は，すでに今野登氏が位置づけ
ておられるように「動機づけ論的経営学」ないし「動機づけ志向的経営経済学」とみなすことが
　　　　　　　　　ω正当であると思われる。なるほど本稿では扱うことのできなかったコソフリクト・権力問題等の
集合体現象の説明において一部導入される「交換の理念」，「社会的交換理論」は学習理論的次元
に他ならず，その意味で動機づけ理論としての位置づけは狭すぎるのであって，故小島三郎氏が
指摘されるように「行動科学的・心理学的アブP一チ」と位置づけることもできるように思われ
（2）
る。しかし，シャンツの行動理論的プログラムの中心には「報酬の理念」という指導原理に端的
にあらわれているように欲求充足志向的存在としての人間が置かれ，したがってその中心は動機
づけ問題であったこと，さらには学習理論的次元よりも認知的次元に「論理的優先性」を与え，
とりわけ達成動機研究や認知的不協和の理論にみられるように学習理論的次元（過去の経験）は認
知的次元において扱いうると考えていたことを顧慮すれぽ，やはり動機づけ理論，とくに認知心
理学にもとつく経営経済学として位置づけるべきであると思われる。
　その際，彼の動機づけ理論は組織の「報酬」を介して組織参加者の行動を誘導・規制する組織
的影響力の理論として展開されているのであって，さらに経済科学としての経営経済学に対して
彼が行う厳しい批判を合わせ顧慮に入れるときには，行動理論的経営経済学はこれを動機づけ論
的（経営）管理論として位置づけるべきと解せられるのである。
　ではその際の基礎的視座ないし基礎的準拠枠とされる動機づけの期待理論，とりわけローラー
の期待モデルは批判的合理主義が設定する理論の評価基準からしていかなる評価が与えられうる
のであろうか，シャンツ自身これに答えることはないけれども，彼が演繹的・法則的説明シェー
マのみを支持し他の説明様式を一切認めていない以上，この点はぜひとも明らかにしておかねぽ
ならない。なぜなら，演繹的・法則的説明モデルによる説明にこの期待理論が利用されうるため
には何よりもまず批判的合理主義それ自身の要求する理論の評価基準をいかに満たしているかに
かかっていると解せられうるからである。これはまた同時に行動理論的経営経済学の説明能力の
程度をあらわすものでもある。
　この点ですでにキーザーとクビチェクはローラーの期待理論を批判的合理主義の評価基準に照
らして検討するなかでその「情報内容は，全く疑わしいというわけではないにせよ，特に高いと
いうわけではない。そこでそもそも問題となっているのが仮説なのか，それとも定義つまり分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）的に真である言明なのかが，全くはっきりしていない」し，また「成果一期待一理論（・一ラー
の動機づけモデルのこと一引用者）の支持あるいは反証のための経験的努力の成果一維持の程度
一が極めて内容の乏しいものとなっても，それは不思議ではない。すなわち，成果一期待一モ
デルの変種のテストは，通常，従属変数の変動のたった30パーセントのみをr説明する』にすぎ
（1）今野登稿，前掲論文，34頁。
（2）小島三郎稿，前掲論文，『三田商学研究』（1983年）86頁以下。
（3）キーザー／クビチェク著，前掲訳書（ll），田島壮幸監訳，26頁。
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ない」と述ぺるとともに，以下のように結論づけている。つまり，「成果一期待一理論のこうし
た論理的ならびに経験的問題を考慮して，その公式によって……正確さがあるかのように見せか
けられていることが確認されるべきである。その公式は，認知過程の『ブラック・ボックス』を
開くために行動学者が行った1つの試みと評価されねぽならず，その試みはいくら良くても初歩
的な説明のスケッチという性格をもつにすぎない。……それに基づく説明は必然的に擬似説明で
　（5）
ある。」
　シャンツはこのような批判に直接答えているわけではないが，動機づけの過程理論を論述する
なかでつぎのように述べている。つまり，「その際著しく無内容（inhaltsleer）であまり情報提供
的でない（wenig　informativ）構想とかかわっているという考えが容易に浮かぶであろう。そのこ
とで動機づけの過程理論の性格は誤解されているのである。当然，さしあたりある特定個人が具
体的状況のなかでいかに行動するのかを知ることはできない。そのためには追加的知識が必要と
なるのである。動機づけの過程理論はいくつかの内容理論を包摂する外形的枠組（auBerer，　me・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥hrere　Inhaltsthe・rien　umfassender　Rahmen）として機能する」というのである。しかし，われわれ
は動機づけの内容理論そのものもはたして批判的合理主義の要求する理論評価基準に照らして期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）待理論よりも事情がよいと主張できるわけではないように思われる。けれどももっと重要な点は，
確かに今日とりわけ動機づけ研究においてシャンツの理解するように，動機づけのプロセスのな
かに人間動機（欲求）をピルト・インさせ，こうして人間行動の動機的次元と認知的次元とをと
くに期待モデルのなかで統合していこうという動きが1つの大きな流れないし発展方向として形
成されていることは確かだとしても，いまだこれは構想の域を出るものではなく，あげて今後の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8｝研究の進展に委ねられているところなのである。この意味で本稿はすでに述べてきたように，心
理学においてシャンツの主張するように演繹的・法則的説明シェーマに利用しうる法則ないし一
般的仮説が見出され，その意味で自然科学に匹敵しうるほどの成熟した理論水準・状態にあるの
か疑問に思わざるをえない。その意味で，彼の行動理論的経営経済学がきわめて形式上ぎわめて
厳密かつ包括的な体系性をもち，その点我々はそれを高く評価するものではあるが，その具体的
展開においてはあげて心理学的研究の理論水準の限界にぶつからざるをえないのであって，また
理論構造的にこの心理学の研究水準を一歩も踏み超えることができないところに行動理論的経営
経済学の致命的な理論的限界を認めざるをえないのである。
　さて，すでに指摘したようにシャンツはポパーの心理主i義批判に反論するなかで強く人間行動
（4）同上訳書，28－29頁。
（5）同上訳書，29頁。
（6）G．Schanz，　Verhalten，　S．52．
⑦　この点でシャンツ自身説明能力の高い社会心理学的研究としてフェスティソガーの認知的不協和の理
　論とホマンズの研究のみがあげられ欲求系理論を挙げていないことが確認さるべきである。G．　Schanz，
　Einftihrung，　S．32およびS。47を参照せよ。
（8）坂下昭宣稿，前掲論文，二村敏子編著，前掲書，67－70頁および二村敏子稿「組織行動論の成立・特
　質・展開」二村敏子編著，前掲書，第1章，17頁。
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の一般的仮説を心理学に求めることは社会科学，とくに経営経済学の心理学への還元を意味する
　　　　　　　　　　　　　　（9）ものではないことを強調していた。しかし，前節の検討から理解されうるようにリーダーシップ，
賃金，職務特性といった経営経済学固有の問題もそれはことごとく動機づけ問題に転形されて展
開されるところとなった。この点，すでに演繹的・法則的説明シェーマにおける被説明項と一般
的仮説との概念の強制的対応性からすれぽ当然のことであった。しかしこのことはまた，シャソ
ツの行動理論的経営経済学の扱いうる経営経済的問題もこうした動機づけ問題に転形可能な問題
に限定されることをも意味するように思われる。これはまたシャソツの研究プログラムの重大な
限界をなすものと言わざるをえない。というのは，私見によれぽ動機づけ理論が扱いうる問題は
経営経済学の基本問題のうちごく一部，しかも個人ないし小集団のレベルでの問題にすぎないか
らである。
　シャンツ自身は方法論的個人主義に徹底して立ちすべての経営経済学的問題は人間問題ないし
人間の欲求充足問題に還元しうると考えているのであるが，けれども一方組織のマクロ・レベル
での考察についても「説明深度」との関連で一定の有用性を認め，これを組織の準行動ないし準
行為の概念でとらえていた。その際，こうした集合体仮説の有効な問題領域としては具体的に経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　oo）済組織間の関係，多国籍コンツェルンの行動，組織と環境との関係等々があげられていた。シャ
ンツは，ここでも方法論的個人主義に対立する方法論的集合主義を認めるわけではなく，こうし
たマクロ的考察も究極的には個人のレベルに還元して説明しうるにしても，分析目的との関連で
提起される説明の「深度」ないし研究の費用一便益的な「科学経済的次元」から個人のレベルに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IDまで還元しなくとも必ずしも良いと考えたのであった。これと関連して，シャンツはロー一レンス
＝ローシュの「分化と統合」に関する仮説及び企業の多角化に関する自己の研究事例を使って，
いかに「挙げられた（マクロ・レベルでの一引用老）諸仮説が難なく個人のレベルに還元されう
　　　　　　　　　　　Gおる」かを示そうとしている。けれども，彼は結局社会的制度（組織）の行動様式は「原則的に個
人の行動ないし意図に還元される」（方法論的個人主義からすればこれは当然の主張である1）ことを
繰り返すだけで，実際にマクロ仮説をミクロ人間行動仮説に還元して説明することは決してしな
いのである。
　シャンツの行動理論的プログラムが依拠している動機づけ理論はことごとくアメリカで戦後急
速に発展をみた行動科学，とくに認知心理学の研究であって，これらがこれまでのところ全て個
人のレベルか小集団といったミクロ・レベルで展開されてきたものであって，これを超えるレベ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬ルでの理論化には未だ成功していないことが確認さるべきである。したがって，シャンツは動機
づけ理論の問題に転形しえないところではこれを全て「組織の準行動」概念に押し込め，これに
ついて一定の有用性を認めながらも行動理論的経営経済学の枠内で心理学的一般仮説を使って説
（g）　G，Schanz，　Grundlagen，　SS．84・－86．
ao｝　Ibid．，　S．293．
aD　Ibid．，　SS．290－291およびSS．61－63．
QZ　Ibid．，　SS．90－91およびSS，292－293．
a3）二村敏子稿，前掲論文，二村敏子編著，前掲書，17－18頁。
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明することができていないように思われる。
　最後に，経営経済学が特殊社会科学として構想され，隣接諸科学とくに行動科学に接近してい
くなかに，経営経済学の一般管理論化傾向，とくにアメリカ経営学に顕著にみられる特徴が潜ん
でいる。人間行動は経営経済学固有の認識対象ではないからである。したがって学科の境界区分
も相対化せざるをえず，そこでは絶対的な境界区分・選択基準は排除される。
　この点シャソツの行動理論的経営経済学において学科の対象領域は組織と市場と措定されてい
た。とくに組織についてみれぽ，彼は無限定に組織一般を学科の対象領域と考えているわけでな
く，一応これを「経済組織」に限定してとらえていると解することができる。しかし，彼が「経
済組織」のメルクマールとして「相互作用体系」，「目標志向性」，「用具的特性」，「分化と統合」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a4そして「連続性」という5つの標識を掲げるときに，これらの諸特性がはたして「経済組織」の
標識を真にとらえているか疑問とせざるをえないのである。我々の理解によれば，それらの標識
はせいぜい「労働組織体」の標識を意味するものにすぎず，「労働組織体」と「経済組織」との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮間セこは重要な本質的差異が認められるからである。シャソツも主張するように経済組織とその他
の組織，さらには一切の社会構成体のあいだに一定の共通性を認めることはできる。たとえぽ，
シャンツの主張するように経済の場で発現する財・用役の交換事象も財の「希少性」なる事態も
「概念」定義の設定次第でこれをすべての社会領域の特質とすることもできるであろう。しかし，
本稿の理解よりするならぽ何よりもまず経営経済学の対象領域で発現する固有の事象を他の社会
的事象から区別するものは何かを問うことから出発すべきであるように思われる。しかるに，シ
ャンツの経営経済学はまさに逆にあらゆる社会事象に共通してみられる一般的標識（人間行動一
般）とは何かを問うことから出発しているのである。こうした一般的標識を経済という特殊領域
に適用するためには，何にもまして経済という特殊領域の独自的特性（「体制関連的事実」ないし
f企業体制」問題）が理論のなかに正しく位置づけられていなけれぽならないように思われる。こ
の点で，シャンツの経営経済学は社会事象一般にみられる共通性（人間行動一般）が強調されるあ
まり，経済という特殊領域にみられる独自的性格が見逃されているのではないのかどうか，そし
てそのことがまたアメリカ経営学（管理論）が抱え込んでいる問題を挙げて経営経済学のなかに
持ち込むことになるのではないかさらに検討の余地があるように思われる。
M．行動理論的経営経済学とドイツ経営経済学の理論的潮流の変化
　すでにドイツ語圏の経営経済学界において，とりわけ1970年代以降はっきりした形でグーテン
ベルク理論体系は相対的地位を低下させてきたことが確認されうるように思われる。たとえば，
ラフェー（H．Raf6e）は「ドイツ語圏の経営経済学はE・グーテンベルクおよび彼の要素理論的
アプロー一チを通してその最初の包括的かつ纒まった基礎構想を拡大された」とこれを高く評価し
ながらも，「現代ドイツ経営経済学においては，グーテンベルクの要素理論的アプローチは全体
aの　G．Schanz，　Verhalten，　SS．61－72．
㈲　この点については中村瑞穂著『経営管理論序説』亜紀書房，1975年，第7章を参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωとしてみると重要性を失っている」と主張している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　ヴェーエ（G．W6he）は「現代ドイツ経営経済学の理論的アプローチを批判的に分析する」な
かで，グーテンベルク理論は「50年代初頭以降おおよそ70年代初頭まで支配的」な地位を保持し
　　　　　　　　〔3）ていたと高く評価しながらも，その意義を「経営経済理論発展の偉大な礎石」ないし「最近の諸
アプローチの出発基礎」と位置づけ，さらに今日もっとも重要な理論的アプローチとして，1）
意思決定志向（entscheidungsorientiert），2）行動志向的（verhaltensorientiert），3）システム志向的
（systemorientiert），4）労働志向的（arbeitsorientiert）そして5）その他の理論的アプローチとして。
a）企業の経済理論，b）コソフリクト・権力論的アブP－一チ，　c）状況的アブPt一チを挙げて批
判的に検討している。
　問題は，グーテンペルク理論体系の相対的地位の低下とそれに伴って生じてきたドイツ経営経
済学の多元主義的傾向の顕在化が何によって生じ，何によって特質づけられるのかという点であ
ろう。
　この点でヴェーエの先の論文がきわめて示唆的であるように思われるのは，彼がつぎのように．
述べている点である。つまり，「……経営経済学が社会科学のなかに統合され，それとともにた
とえぽ心理学ないし社会学との厳密な境界区分の試みが『無駄な企て』（vergebliches　Unterfangen）
に終わると主張される場合には……科学としての経営経済学は依然境界区分されている他の学科
への越境によって自己のプロフィールを見失うという危険を犯すことになろう」と強く反対して
　　　　　（3）いる点である。彼のここでの批判は直接に「意思決定志向」に向けられたものであるとはいえ，
この論点はヴェーエが挙げた，とくに70年代以降生じてきた新しい諸アプローチに大方共通して
みられる特質だからである。つまり，我々はこの点から70年代以降ドイツ語圏の経営経済学にお
いて相対的に地位を高めてきた新たな理論的アプローチがいずれも隣接諸学科，とりわけ行動諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）科学に対する学科の解放を通して出現してきたものとみなすことができるのである。
　さらにヴェーエは，「経営経済学の認識対象に行動科学的諸局面を組入れることに伴ってグー
テンベルク以降何よりもまず理論的に構想されてきたドイツの経営経済学は具体的な管理問題の
轍繭けてラジ拓勃ラ滴齢醜論畷乱た」（鮪は引儲による）と指胤てい乳
ここでもヴェーエの指摘は70年代以降のドイツ経営経済学の理論動向の特質をきわめて印象的に
示唆している。つまり，第1に隣接諸学科，とりわけ行動諸科学への学科の解放は経営経済学の
管理論化をもたらしたのであり，第2にその際何よりもアメリカの管理論への接近・傾斜のなか
で理論化が行われてきたのであり，第3にこれらの展開が企業における具体的な管理問題と絡ん
（1）ハンス・ラフェー著，前掲訳書，清水敏允訳，57頁と58頁。これに関しては，岡田・永田・吉田共著艶
　前掲書，126頁以下も合わせ参照。
（2）G・W6he”Gegenwartige　theoretische　Ans芭tze　der　Betriebswirtschaftslehre“，　Diskussionsbeitrtige，
Fachbereich　Wirtschaftswissenschaft，　Universitat　des　Saarlandes，　Juli，1985，　S．1．
（3）　Ibid．，　S．10，
（4）この点ではハンス・ラフェー，前掲訳書，50頁以下も参照。
（5）G．W6he，　a．a．0．　S．12．
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でいた点である。
　この点でもっとも本質的な事態は第3の企業における管理問題である。今ここで詳細に検討し
うるだけの資料をもっていないので詳しく論ずることはできないにせよ，私見によれぽ1960年以
降の西ドイツ企業を取り巻く経済・社会・技術・労働をめぐる環境変動が，企業が緊急に解決を
迫られている諸問題の質的・根本的変化をもたらしたのではないのかという点である。この点で
今のところ本稿が仮説的に考えている点は，1966・67年大不況以降の経済体制の構造変化（極度
の企業集中・寡占現象），西ドイツ企業の多国籍化，労資共同決定および生産技術の高度化である。
このような環境変化が企業における経営経済的諸問題の質的変化をもたらしたように思われる。
つまり，たとえぽ経営における生産性問題はグーテンベルク理論体系の中核をなすものであるが，
そこではもっぱら「要素投入と要素収益との関数的生産性関係」のみが問題とされたのであり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）一そこでは労働者の動機づけ（給付意欲）問題を十分顧慮することができなかったように思われる。
けれども，70年代以降の「労働の人間化」（Humanisierung　der　Arbeit）論議は労働者の動機づけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦（管理）問題こそが経営生産性向上の戦略的要因であることを明らかにしていた。
　今日でも経営の生産性・経済性・収益性が一大基本問題をなすことに何ら変化はないにせよ，
これをとり巻く制約要因をいかに解決するか，ないしいかにこうした生産性を実現していくかと
いう点での大規模な問題移動が70年代に生じたのであって，それがそれまでの経営経済学にみら
れた財務・原価計算という会計学的（貨幣価値）志向から管理（「人間」）問題志向への転換にあら
われていると解せられる。そしてこうした問題移動がドイツ経営経済学において70年代以降きわ
めて明白にアメリカ管理論へ接近・傾斜をもたらし，そのことが同時にまた隣接諸学科，とりわ
・け行動諸科学への学科の解放の増大を招来せしめたと解せられるように思われるのである。
　さて，以上のようなとくに1970年代以降ドイツ経営経済学をめぐって肇現している理論動向の
なかで，シャンツの構想する行動理論的経営経済学にいかなる位置づけがなされうるかが問われ
ねぽならない。
　この点に関して本稿は，シャソツの研究プログラムこそまさにこうした学界の潮流変化を直接
に反映して展開されているものと解している。その際，本稿が考えているのは，まず第1に彼の
経営経済学が（経営）管理論として構想されていること，第2に経営経済的事象をことごとく人
澗行動のレベルに還元してとらえていること，第3に組織的有効性をもっぱら参加者の動機づ
⑥　シャンツは次のように述べている。「グーテンベルクは多くの経営経済的諸問題の社会科学的特徴を
　適切に顧慮しなかった。つまり，彼の言明体系では人間はあまりに簡潔すぎるのである。それに対して
　グーテンベルクの基本要素のなかには少なくとも人間の労働給付がまさに詳細に扱われており，経営管
　理も処理的要因として比較的大きな注意が向けられていると異議を唱えられるであろう。……しかし彼
　・の理論的関心は生産要素の結合問題にあったのであり，とくにコスト，財務，投資理論の一層の発展と
　数量的手法（OR）には有益であった。たとえこの貢献がどんなに重要であろうとも，それはもちろん
　多くの問題の行動理論的次元に関しては補完を必要とするように思われる」と。G，　Schanz，　Verhalten，
　S．4．
《7）この点で職務再設計，とくに自律的作業集団との関連で私も検討を加えてきたことがある。拙稿，前
　掲論文，村田稔編著，前掲書を参照されたい。
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け（欲求充足）問題としてのみとらえていること，そして最後に彼の依拠している理論的基礎は
全てアメリカでとくに1950年代以降急速に発展をみている（行動）心理学的研究であるという点
である。
　したがって，シャンツが70年代以降生じてきた現代経営経済学にみられる異質性ないし多元性
が，「生産要素の結合過程論というグーテンベルク体系の給付能力の限界（die　begrenzte　Leistungs－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）fahigkeit）がしだいに明確化されるなかで生じている」と指摘し，さらに「意思決定志向ならび
にシステム志向的経営経済学が現在この学科において傑出したパラダイム的位置（eine　heraus．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）ragende，　paradigmatische　Stellung）を占めている」と高く評価して，この2つの経営経済学と自己
の認識プログラムとの関係の親密性を強調する点も上述したような現代ドイツ経営経済学の潮流
変化との関連で理解されうる。
　しかし我々は，シャンツが経営経済学の問題を徹底して人間問題，しかも人間のみの問題とし
て構想する研究ヒュ・’一リスティックに依拠して経営経済学を展開している点に，この時期の学界
の潮流変化をもっともラディルカルに反映して展開されていることを確認しうるように思われる。
この意味でシャンツのプログラムを「ニックリッシュ・プPグラム」の復権ないし再生と解するこ
ともできるように思われる。しかし，この再生は「規範性」，「直観」と「内的経験」に拘束され
た結果（ラヵトスの言う）「退行の谷」に陥っていたプログラムを，実在科学としての心理学を基
礎とする経営経済学の社会科学への統合という新たな認識プログラムの構想を介してはかられる。
この特殊社会科学としての学科の位置づけという構想を背景として，徹底して「経済人」のもつ
虚構的仮定（「合理性原理」・「極大化思考」そして「完全情報」）ないし現実性疎遠が批判されえ摺の
であり，かつまた「希少性と経済性原理」を根拠として学科を「自律的経済科学」に位置づける
試みが反駁されえたのである。
　しかしこの特殊社会科学としての学科の位置づけが具体的内実をもって展開されるとき，すで
（8）G・Schanz，　Wissenschaftsprogramme，　S．97．
（9）GSchanz，　Grundlagen，　S．2．この点，シャンツは「行動理論的経営経済学は経営経済学を制度ない
　しシステムとして理解するという意味ではシステム志向」なのであり，さらに「意思決定志向的経営経
　済学の基礎の深化と拡充をはかる試み」でもあると述べている。しかし，システム志向の背後には機能
　主義があり，この機能主義ないし構造機能主義にもとつくシステム論についてはシャンツは厳しく批判
　している。G．　Schanz，　Grundlagen，　S．42ff．
⑩　この点シャンツ自身は，「我々が行動理論的経営経済学の中心点に個人を認める場合，そのなかに同
　時にハィンリッヒ・ニックリッシュによって開始されたプログラムに結び付く試みが認められうる」と
　述べているし（G・Schanz・Grundlagen，　S・5）またこのニックリッシュ・プログラムが「ある意味で
驚くほど現代的」とも評価している（G・Schanz，　Wissenschaftsprogramme，　S．54．）。さらにニックリ
　ッシュ・プログラムについて「期待されたようには維持されないイデーがより広範なイデー競合から
　……1度かぎりで排除されるというのはあまり合目的な戦略ではないであろう。むしろ失敗の原因を事
　細かに跡づけることがより合目的であろう。そのことによって確保に値するプログラム部分を認識し，
　さらに発展させるチャンスが開かれる」と主張している。G．　Schanz，　Grundlagen，　S．5．
⑳　G．Schanz，　Grundlagen，　S．26ff．
⑫Ibid・，　S・32ff・およびG・Schanz，　Betriebswirtschaftslehre，　S．11ff．
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に我々が確認しているようにこれがもっぱら動機づけ理論的管理論として展開されるものに他な
らなかった。そしてかかる経営経済学の展開を通して「給付能力ゐある（leistungsfahig）経済組
織は給付意欲のある（leistungsbereit）組織参加老なくして表象しえない」として，「組織的有効
性」がも。ばら騰参加者の「給臆欲（轍づけ）」の問題に翫されて主張され親きに，さ
らには個々人のもつ動機・欲求の差異に対応し，それに適応した構造的規制のあり方が「具体的
ユートピア」（k・nkrete　Utopie）としての「個人主義化された組織」（die　individualisierte　Organisa・
　　　　　　　　　　　ti・n）として構想されるときに，シャンツの経営経済学のうちに1970年代以降の現代ドイツ経営
経済学の根本的変容を認めることができるように思われる
W．お　わ　り　に
　本稿の課題は，シャソツの行動理論的経営経済学を取り上げて，その方法論的基礎，その指導
原理そしてその指導原理の適用を中心に検討し，その性格を明らかにすることであった。その結
果，本稿は，①行動理論的経営経済学の展開はまさに批判的合理主義の提唱する演繹的・法則
的説明シェーマを基礎としていること，②その際必要とされる法則（一般的仮説）には認識進歩
を重視する観点からあまり高い要件を課さないこと，③行動理論的プログラムの基礎にある人
間行動に関する法則ないし一般的仮説は実在科学たる心理学に求められ，それは人間行動の契機
を動機（欲求），期待，認知的不協和および行動報酬の交換に求め展開されていること，④けれ
ども行動理論的プPグラムはその具体的展開を通して組織影響力ないし動機づけの理論として展
開されていることを明らかにするとともに，⑤その具体化の基礎とされる期待理論そのものが
批判的合理主義の要求する理論評価基準に照らしてそれほど高い説明力を持ち合せていないこと．
さらに，⑥こうした動機づけ理論は個人・小集団レベルでの経験的研究を基礎として生まれた
ものであって，その意味で行動理論的経営経済学の扱いうる問題は限界をもっていること，そし
て，⑦行動理論的経営経済学は理論構造的に心理学的研究の限界（制約）をそのまま反映せざる
をえず，またこの理論・研究水準を一歩もこえることができないといった諸問題をもつように思
われる点を指摘した。
　けれども，我々はこうした問題点が彼の学説的評価を決して低めるものではないことを確認す
べきである。シャソツの行動理論的経営経済学はその方法的一貫性，その厳密な体系性と包括性
といった点で高く評価さるべきであり，さらにこれまでの経営経済学における空所（組織のなか
の人間動機づけ問題）に焦点を合わせ展開されたものとみられるだけに我々はその学説的意義を過
少評価してはならないと考えている。さらにまたシャンツの行動理論的経営経済学の展開はまさ
vc　1970年代以降の現代ドイツ経営経済学の潮流変化（隣接諸科学，・とくに行動諸科学への学科の開放，
管理論的展開そしてアメリカ管理論への接近・傾斜）を直接反映しているだけに個別学説の検討にと
⑬　G．Schanz，　Verhalten，　S．81．および組織の有効性について詳しくはOrganisationsgestaltung，　S
　49ff．
aの　G．Schanz，　Verhalten，　S．296ff．
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どまらず現代ドイツ経営経済学の動向を知るうえでも重要な意義をもっているように思われる。
　けれども，本稿はこのような現代ドイツ経営経済学の根本的変容を促してきた現実的基盤は一
体何であったのかというきわめて重要な問題を十分検討することはできなからた。つまり，1960
年代後半以降，とりわけ70年代以降西ドイツ巨大企業を取り巻く環境変化がいかに企業が解決を
迫られている諸問題の質的転換を促し，いかなる管理問題・人間問題を発生させたのか，それが
いかにして経営経済学の問題移動（会計〔貨幣価値〕志向から管理〔「人間」〕志向への転換）を生じさ
せたのか，これらの諸問題はあげて今後の課題として残されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一以上一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1987年2月16日脱稿，西ドイツゲッチンゲンにて）
